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ABSTRACT 

 
  In recent years, the structures constructed at the high-growth period of Japanese 
economy are becoming old, and many cases of damaged structures have been reported. 
Corrosion is one of the most important causes of failure of steel structure. Especially, 
steel structures in marine environments are subjected to severely corrosive 
environments. It is understood that load carrying capacity and earthquake-resistant 
performance of steel structures will be reduced by corrosion.  
  According to the repair design manual of harbor steel structures, a patch plate is 
designed to make up for the thickness reduction due to corrosion. However, local 
buckling of corrosion-damaged pipe and patch plate is not considered in this design 
manual. Therefore, the study to understand the effect of local buckling of 
corrosion-damaged pipe and patch plate on the repair design is needed. 
  In this study, a finite element modeling procedure for a steel pipe repaired by patch 
plates is first proposed through a comparison of cyclic flexural behavior of repaired 
pipes between experiments and numerical analyses. Then, cyclic flexural behaviors of 
repaired pipes with and without a constant axial force are examined by numerical 
analysis to understand cyclic flexural behavior of repaired pipes and to determine 
required repair design to recover cyclic performance of the uncorroded pipe. Finally, 
flexural behavior of a harbor pier structure is examined numerically. 
  From the comparison with experimental and FE analysis results, it is shown that 
developed FE models are adequate to study behavior of repaired pipes and able to 
express local buckling shapes accurately.  
  In the study of cyclic flexural behavior of repaired pipes, local buckling behavior of 
reduced steel pipe by patch plate is explained from numerical results. It is shown that  
a required thickness of patch plate is larger than the thickness reduction to achieve the 
same level of ductility performance in the repaired pipe. It is also found that it is 
effective to repair the corroded steel pipe by patch plates having yield stress equal to 
that of the steel pipe.  

The FE model regarding the upper part of steel pile picked up from harbor pier is 
developed. It is the cantilever model of steel pipe. The free end of cantilever is the point 
of action of axial force and horizontal force. From the examination of cyclic flexural 
behavior of repaired pipe under an axial force, it is also shown that a required 



 
 

thickness of patch plate becomes larger as the ratio of applied axial force to yield axial 
force becomes larger. Furthermore, a reduction in load carrying capacity of repaired 
pipe becomes larger as increase of the ratio of axial force.  
  From flexural behavior of the harbor pier model, it is also shown that a required 
thickness of patch plate is larger than the thickness reduction to secure the same load 
carrying capacity and ductility performance as those of an intact pipe. The ratio of 
required thickness of patch plate to corrosion thickness obtained by the harbor steel 
pier model is less than the ratio obtained by the partial model. 
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第 1 章 序  論 
 
1.1 研究の背景 

 
 わが国の港湾施設による貨物取扱量は年間約 30 億トンであり，わが国の経済活動に占

める港湾施設の重要性は非常に大きい．港湾施設の社会資本ストックの多くは高度経済成

長期に建設されており，建設後 40 年以上が経過している 1.1)．この結果，構造物が耐用年

数を迎えるため，2020 年頃から更新費が増大することが予想される． 
 近年，高度経済成長期に建設された構造物が老朽化し，様々な損傷事例が報告されてい

る．鋼構造物においては腐食が大きな原因となり，維持管理の重要性が認識されている．

特に港湾鋼構造物は厳しい腐食環境下にあり，防食されていない場合や防食が機能してい

ない場合，耐荷力および耐震性能の低下を生じることになり，所定の機能を発揮できない

ことになる． 
 海岸部の鋼構造物の腐食防止のため，平成 15 年度に沿岸環境における鋼・複合構造物

の防食および耐久性能評価に関する研究を行う土木学会小委員会が設置された．この小委

員会の中で，材料の耐久性評価および防食工の性能評価を研究するグループと腐食構造物

の残存性能評価を研究するグループの 2 つのワーキンググループが設置され研究が行われ

た 1.2)． 
 腐食に関する評価方法の研究および腐食劣化鋼構造物の耐荷力の研究が進められている

中，「港湾の施設の技術上の基準」1.3)は 2007 年に改正され，これまでの許容応力度法を基

本としてきた性能設計は，確率論に基づいた信頼性設計法の導入が図られた．この改正に

ともない，港湾鋼構造物防食・補修マニュアル 1.4)も 2009 年改訂された． 
 港湾鋼構造物の現地での被覆防食工法としては，水中硬化型被覆工法，ペトロラタム被

覆工法，モルタル被覆工法，コンクリート被覆工法，電着被覆工法などがあり，補修工法

としては，鋼板添接による補修工法，鉄筋コンクリートによる補修工法などがある．本研

究では，腐食した鋼構造物の当初の耐荷性能を確保することが可能な補修工法のうち鋼板

添接による補修工法について検討を行う．図 1.1 に腐食劣化鋼管例を，図 1.2 に鋼板添接

による補修工法を施工した鋼管の補修例を示す．今後は，腐食して耐荷力の低下した港湾

鋼構造物が増加することが予想され，補修設計を行って港湾鋼構造物の長寿命化を図る必

要がある． 
 鋼板添接による補修工法は，腐食減肉部を添接鋼板で被覆し，既設鋼材と添接鋼板とを

すみ肉溶接で接合して，既設鋼材と添接鋼板で力を伝達するようにした工法である．既設

鋼材と添接鋼材との溶接方法には，乾式水中溶接と湿式水中溶接とに分けられる 1.5)，1.6)．

湿式水中溶接は，ドライチャンバーの建設の必要がなく，施工速度も速く，経済的である

ことが知られており 1.5)，1.7)，1.8)，桟橋の補修に広く用いられている．しかし，施工条件の

悪さによる影響，急冷による熱影響部の硬化などの問題が知られている． 
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             図 1.1 腐食した港湾鋼構造物の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         図 1.2 鋼板添接による補修された港湾鋼構造物の例 
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腐食劣化した鋼部材の補修設計においては，補修後の鋼部材の保有性能が要求性能を満

足するよう，設計断面耐力が設計断面力を上回る設計が行われる．この場合，設計断面耐

力の計算の際には，腐食減肉分を補うように添接板の板厚が設計され応力計算が行われる

が，補修部つまり減肉部や添接板における座屈耐荷力や繰返し載荷時の挙動については十

分に考慮されていないのが現状である． 
 現行の「港湾鋼構造物防食・補修マニュアル」1.4)には，残存耐力評価において局部座屈

に関する記述はあるものの，局部座屈を考慮した必要添接板厚に関して明らかにされてい

ないのが現状である．したがって，本研究では，今後増加すると考えられる海洋構造物で

ある腐食劣化鋼管構造物の補修設計において，鋼板添接補修鋼管の局部座屈を明らかにし，

局部座屈を考慮した腐食劣化鋼管の補修に関する検討を行う． 
 
 
1.2 既往の研究 

 

 本研究より以前に，渡邉により腐食劣化鋼管の耐荷力性能評価に関する研究 1.9)が行われ

ている．渡邉の研究では，腐食形状評価と腐食表面形状モデル作成，水中溶接すみ肉溶接

継手挙動，および鋼板添接補修鋼管の耐荷力特性評価実験が行われている．耐荷力実験は

2007 年度に実施され，圧縮載荷実験および曲げ載荷実験が行われ，圧縮載荷実験および単

調曲げ載荷実験について報告されている．単調曲げ載荷実験の延長で行われた繰返し曲げ

載荷実験については報告されていないため，本研究においては，繰返し曲げ載荷実験の一

部についても報告する． 

 

1.2.1 腐食形態および残存耐力に関する研究 

 港湾環境下における鋼構造物の腐食が問題となる範囲は，満潮面より上の飛沫帯および

干潮面直下の部分である．腐食環境と腐食進行の関係については，電気化学的な取り扱い

の文献 1.10)や，防錆上の保護皮膜や腐食生成物が金属表面から剥離される場合の金属腐

食を扱った文献 1.11)が見られる．また，海洋環境下において曝露された鋼構造物防食工の

調査結果より効果を評価した文献 1.12)や，海岸地帯におけるアルミニウム溶射鋼橋の耐

食性について報告した文献 1.13)が見られる． 
補修設計を行うにあたっては腐食形状が力学特性に与える影響を評価することが必要で

あり，腐食形状の精密な測定，腐食形状のモデル化，および腐食形状を考慮した耐荷力実

験や解析が行われてきた． 
 文献 1.14)では，長期間曝露された鋼管を用いて，鋼材の詳細なデータを収集している．

この計測結果を反映させた腐食劣化鋼管モデルを作成し，数値シミュレーションにより腐

食劣化鋼管の性能評価を行っており，腐食劣化鋼管の評価には平均板厚を標準偏差で補正

することが有効であることを示している． 
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 文献 1.15)では，文献 1.14)の鋼管より引張試験片を取り出し，表面腐食形状の計測を行

い，引張試験を実施している．引張力を受ける腐食劣化鋼材の有効板厚は最小断面での平

均板厚を用いると精度よく評価できることを示している．また，文献 1.16）では，文献 1.14)
の腐食劣化鋼管より取り出した円形鋼管の圧縮試験を行って，腐食劣化鋼管の耐荷性状を

調べ，汎用構造解析コード ABAQUS を用いて腐食劣化鋼管の圧縮耐荷力解析を行ってい

る．実用性を考えた場合の腐食劣化鋼管の圧縮強度評価として Plantema の提案式 1.17)を

用いて簡易的に評価している． 
 文献 1.18)では，腐食形状を単純にモデル化し，不均一な板厚分布を有する周辺単純支

持の鋼板に対する圧縮耐荷力性状を数値シミュレーションにより明らかにしている．また，

実際の腐食性状を考慮した鋼板に対しても同様なシミュレーションを実施し，腐食形状が

残存性能に与える影響について多方面より検討している． 
 文献 1.19)では，海洋曝露された鋼アングル材を対象に，腐食形状，板厚減少量，腐食

速度などの腐食形態の評価および計測間隔の違いによる表面形状の再現性について検討し

ている．また，文献 1.20)では，全面腐食あるいは塗膜劣化による孔食を有する鋼管の圧

縮および曲げ強度について，強度実験および有限要素解析を実施して，性能評価を行って

いる． 
 実際の構造物の腐食箇所における板厚を精密に計測することは困難であるため，シミュ

レーションモデルによって腐食性状を評価することが行われている．腐食形状をモデル化

する手法として，ピットがポアソン過程に従って空間内を埋めていくもの 1.21)，1.22)，1.23)，

自己相関関係を利用した正規確立場モデル 1.24)などがある．腐食形状モデルとしては，さ

まざまなモデルが提案されているが，モデル妥当性の検証は平均と標準偏差，歪度，尖度

といった統計的特性，あるいはスペクトル分析によるものが主である 1.25)． 
 
1.2.2 溶接性状および耐荷力性能に関する研究 

 鋼板添接補修工法は，添接鋼板を溶接により接合することになり，乾式水中溶接と湿式

水中溶接の溶接環境の違いによる溶接部特性に与える影響については，種々の研究成果

1.26)，1.27)がある．また，鋼管に鋼板を溶接して耐荷力を確保するため，溶接性能によって

は補修鋼管の耐荷力へ大きな影響を及ぼすため，次のような種々の研究が行われている． 
 文献 1.28)では，鋼板溶接補修の継手に関して，溶接継手実験を行って強度，変形性能，

および破断性状について検討を行い，水中溶接と気中溶接との違いを確認している． 
 文献 1.29)では，水中溶接による鋼板添接補修工法によって補修された腐食劣化鋼管の

耐荷力性能を明らかにするため，腐食を模擬した切削鋼管に添接板を溶接し，圧縮実験お

よび 4 点曲げ載荷実験を行うとともに，弾塑性有限変位解析を行って耐荷力性能を予測可

能とする解析モデルに必要な条件を検討している． 
 文献 1.30)では，気中溶接および水中溶接されたすみ肉溶接部の実験を行い，強度，変

形性能，および破壊モードなどの力学的特性を検討している．また，文献 1.31)では，腐
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食を模擬した切削鋼管に添接板を気中溶接および水中溶接して，すみ肉溶接部の挙動を明

らかにし，すみ肉溶接の剛性式を提案している． 
 鋼板添接補修工法の耐荷力評価時における力学的に問題となるのは，添接板の荷重分担

率と，添接板による減肉部の座屈拘束の影響である．溶接による添接板補強の有効性を検

討した研究 1.32)や，載荷実験を行って添接荷重分担率の提案式を示した研究 1.29)がある．

座屈拘束された鋼管の挙動に関するものとしては文献 1.33)~1.36)があり，ブレース材など

への適用が行われている． 
 
1.2.3 腐食劣化鋼管補修におけるライフサイクルコストに関する研究 

 港湾鋼構造物が腐食により劣化が進んでくると，補修を行って耐荷力を確保することに

なるが，現在の社会情勢からライフサイクルコストを考慮に入れた適切な時期の補修によ

る長寿命化が必須となっており，以下のような研究がある． 
 文献 1.37)では，港湾の主要な係留施設のうち，矢板式岸壁について設計供用期間の破

壊確率の正確な評価を行うとともに，その簡易評価法について検討しており，簡易推定法

で十分な精度のライフサイクルカーブが評価できることを示している． 
 文献 1.38)では，防食工の劣化モデルと腐食表面形状の経年変化作成モデルを用いて，

海洋環境における鋼管杭の腐食表面の経年変化を予測し，鋼管杭の圧縮強度の経年変化を

予測している． 
 文献 1.39)では，弾塑性解析を用いて，腐食による桟橋下部工である鋼管杭の劣化にと

もなう力学性能の低下を破壊確率により定量化し，それに基づいて補修工法と補修時期な

どを定めたライフサイクルシナリオを立案し，各サイクルのライフサイクルコストを算定

することにより最適なライフサイクルシナリオを評価している． 
 
1.2.4 現行の設計法 

 現行の補修設計は，「港湾鋼構造物防食・補修マニュアル」1.4)に基づく信頼性設計法に

よっており，施設に要求される性能から定まる性能規定に満足するように設計が行われて

いる．地震時の終局限界状態においては，設計断面耐力が設計断面力を上回るように設計

されることになる． 
 断面耐力の評価において，腐食状況を考慮した部材の降伏の照査が基本となっており，

平均残存板厚が 5mm 以下の場合には，局部座屈を起こす危険性が高いため，残存耐力は

ないものとすることになっている．しかし，設計的には腐食厚と同等以上の鋼板を添接す

ることにより断面性能は確保するとしており，局部座屈に関しては十分に考慮されていな

いのが現状である． 
 腐食劣化鋼管は減肉して薄くなっており，また，添接板についても腐食減肉厚程度であ

り，腐食劣化鋼管と同様に薄板で構成された鋼板添接補修鋼管となり，局部座屈の影響が

大きいものと推察される．したがって，腐食劣化鋼管の補修設計においては，局部座屈の
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影響を十分に考慮して設計を行う必要があり，そのためには鋼板添接補修鋼管の曲げ挙動

を明らかにする必要がある． 
 
 
1.3 本研究の目的と内容 

 
 港湾環境下における腐食劣化鋼材の腐食形態に関する研究あるいは腐食劣化鋼材の残存

耐荷力に関する研究は見られるものの，腐食劣化鋼構造物の補修設計に関する研究は少な

いのが現状である．また，港湾鋼構造物における腐食劣化鋼構造物の補修設計は，一般的

に港湾鋼構造物防食・補修マニュアル 1.4)に基づいて行われている．この防食・補修マニュ

アルによる設計では，元鋼管の鋼管厚より薄い板厚となる補修部の減肉鋼管および添接鋼

板の局部座屈については十分に考慮されていないのが現状であり，座屈耐荷力および繰返

し載荷時の挙動を明らかにする必要がある． 
したがって，本研究では，港湾鋼構造物のうち，桟橋等によく使用される鋼管杭を対象

に，腐食劣化鋼管の耐荷力を確保するための鋼板添接補修された鋼管杭の弾塑性有限変位

解析を行い，その挙動の概要について明らかにすることにより合理的な補修設計への一助

となることを目的とするものである．以下に本研究の特徴を述べる． 
 
（１）繰返し曲げ載荷実験と解析モデルとの比較 
 2007 年度に実施された繰返し曲げ載荷実験 1.9)について，有限要素モデルを作成し，実

験結果と解析結果とを比較して解析モデルの妥当性について検討する．妥当性が確認され

ることにより，これ以降の解析モデル作成の基礎となり，鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ

挙動，軸力を受ける場合の繰返し曲げ挙動，および桟橋モデルの曲げ挙動の解析が可能と

なる． 
 
（２）鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動解析 
 （１）で作成された弾塑性有限要素モデルを使用して，腐食厚を変化させた鋼板添接補

修鋼管の種々の径厚比パラメータに対する繰返し曲げ解析，鋼管径および降伏応力を変え

た場合の繰返し曲げ挙動解析を行い，鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動を明らかにする

とともに，鋼板添接補修設計を行う場合の添接板厚に関する設計上の留意点について提案

する． 
 
（３）軸力を受ける鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動解析 
 通常，港湾鋼構造物に使用される鋼管杭は死荷重，上載荷重および地震時慣性力等によ

り軸力を受けることになる．軸力を受けることにより，曲げのみが作用している場合に比

べて鋼構造物全体の耐荷力が減少することになる．そこで，桟橋杭構造の一部を取り出し
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て軸力を受ける片持梁モデルを作成し，繰返し曲げ挙動における軸力の影響について検討

する．鋼板添接補修鋼管に作用する軸力の割合が増加した場合において，添接板の必要板

厚の変化状況を明らかにし，鋼板添接補修設計に関する提案を行う． 
 
（４）桟橋モデルにおける曲げ挙動解析 
 鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ解析，軸力を受ける鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ解析

で得られた知見に基づき，実際の桟橋構造をモデル化し，曲げ挙動解析を行う．解析モデ

ルに上載荷重等を作用させ，桟橋構造の上部に強制変位を与えて，地震時慣性力による桟

橋杭構造への影響を検討する．腐食分布モデルは，これまでの研究成果 1.2)，1.14)~1.16)，1.19)

に基づき，実際の腐食分布に近いモデルであり，桟橋モデルの挙動および鋼板添接補修鋼

管の添接板必要板厚を明らかにすることにより，鋼板添接補修設計に関する提案を行う． 
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第 2 章 再現可能な鋼板添接補修鋼管解析モデルの検証 
 
2.1 緒言 

 
 本実験は，気中あるいは水中で溶接された鋼管の繰返し曲げ耐荷力性能を実験的に明ら

かにし，現行設計法による鋼板添接補修による鋼管の耐荷力および耐震性能の妥当性を検

討することを目的として 2007 年度に行われた実験である 2.1)． 
 本実験においては，添接板が溶接された補修鋼管の圧縮載荷実験および曲げ載荷実験が

行われ，曲げ載荷実験の延長として繰返し曲げ載荷実験が実施されている．このうち，圧

縮載荷実験および曲げ載荷実験の結果については文献 2.1)において明らかにされており，

鋼管の崩壊形式および添接板の荷重分担について検討を行っている．なお，鋼板添接の溶

接としては気中溶接および水中溶接を行い，溶接方法による比較検討を行っている． 
鋼板添接補修された鋼管の耐震性能評価にあたっては，（１）鋼板添接補修による減肉鋼

管と添接板との荷重分担，（２）添接板と鋼管の溶接挙動，（３）減肉鋼管および補修添接

板の座屈による耐震性能評価が問題として考えられる．（１）に関しては文献 2.1)において

検討されており，（２）については文献 2.2)，2.3)，2.4)などで研究されている．また，（３）

に関しては，二重鋼管の挙動を扱った文献 2.5)などがあり，鋼管の圧縮載荷および単調曲

げ載荷に関する研究としては文献 2.1)などがある．しかし，腐食劣化鋼管を添接板により

補修した補修鋼管を対象として，繰返し曲げ載荷実験を行い，座屈挙動を検討した研究は

これまで見当たらない． 
 本章では，鋼板添接補修された鋼管を対象に，耐荷力および繰返し曲げに着目した静的

繰返し曲げ挙動に関する実験および弾塑性有限変位解析を行い，解析モデルの妥当性を検

討した． 
 
 
2.2  繰返し曲げ載荷実験 

 

2.2.1 供試体 

 文献 2.1)では，鋼板添接補修鋼管の単調載荷曲げ耐荷力実験について報告されている，

本研究においては，単調載荷曲げ実験 2.1)の延長で引き続き行われた繰返し曲げ実験につい

て概要を述べる． 
 本実験で曲げ載荷実験を行った供試体の概要を表 2.1 に示す．表 2.1 で，KN0B は無欠

損鋼管，KN1B は減肉鋼管，KA2B および KW2A はそれぞれ気中および水中溶接された

溶接長が短い鋼板添接補修鋼管，KA3B および KW3B はそれぞれ気中および水中溶接さ

れた溶接長が標準の鋼板添接補修鋼管，KA4B および KW4A はそれぞれ気中および水中

溶接されたスリットのある鋼板添接補修鋼管を示す．これらの供試体のうち，単調曲げ解 
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表 2.1 供試体概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2.2 解析対象の供試体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
析および繰返し曲げ解析を行った供試体は無欠損鋼管（Type0），減肉鋼管（Type1）およ

び鋼板添接補修鋼管（Type3）の 3 タイプとし，供試体寸法を表 2.2 に示す． 
 本実験では，港湾構造物である桟橋などで使用される鋼管杭の補修を対象としている．

JISA5525 で規定されている鋼管杭は SKK400（あるいは SKK490）であるが，実験可能
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な寸法を考慮して，JISG3444 に規定される STK400（一般構造用炭素鋼鋼管，外径

=216.3mm，板厚=12.7mm）を使用した． 
JISA5525 に規定されている鋼管杭の径厚比はおよそ 15~50 の範囲にあるため，本研究

で使用した鋼管は，一般的な鋼管杭より径厚比が小さい．径厚比が小さいと，局部座屈は

発生せず，全断面塑性化による曲げ破壊となる．しかし，本実験の断面欠損部の径厚比は

約 15 となり，曲げを受ける鋼管の耐荷力は圧縮側に生じる局部座屈の影響が大きいと推

定され，径厚比が 50 以下であれば塑性域での曲げ局部座屈を生じることになる 2.6)． 
 本実験では，腐食による板厚減少を模擬するため，長さ方向に 150mm の部分を円周方

向に一様に切削し，板厚を 6mm 減少させた減肉鋼管を使用した．なお，切削による材質

影響については影響が少ないものと考えここでは考慮していない．本実験で使用した鋼管

寸法の場合，圧縮荷重下において減肉部では塑性座屈を起こし，その時の座屈波長は

75mm 程度と予想されたため，減肉部長さを約 2 倍の 150mm とした． 
 鋼板添接補修工法による補修設計は，港湾鋼構造物防食・補修マニュアル 2.7)に従って許

容応力度設計を行い，添接板の必要板厚および必要溶接長を決定した．設計に使用した条

件と仮定を以下に示す． 
 １）鋼板添接補修鋼管の曲げ耐荷力を無欠損の鋼管耐荷力まで回復させる． 
 ２）添接板は，鋼管にすみ肉溶接され，設計溶接脚長は 6mm とする． 
 ３）すみ肉溶接の設計はすべてせん断力による． 
 
2.2.2 使用鋼材 

 本実験で使用した鋼管 STK400 と添接板 SM400 の材料引張試験より得られた応力－ひ

ずみ曲線を図 2.1 および図 2.2 に示し，得られた材料定数を表 2.3 に示す．JIS5 号引張試

験片をそれぞれの材料に 3 体ずつ用意して材料引張試験を行った．図 2.1 の R-1，R-2 お

よび R-3 は鋼管から切り出した試験片の結果を示し，弾性係数，降伏応力，ひずみ硬化開

始ひずみに 3 試験片の平均値を用いた解析に使用する応力ひずみ関係を R Model に示す． 
図 2.2 の T6-1，T6-2 および T6-3 は 6mm 厚の添接板から切り出した各試験片の結果を示

し，弾性係数，降伏応力，ひずみ硬化開始ひずみに 3 試験片の平均値を用いた解析に使用

する応力ひずみ関係を T6 Model に示す． 
 

表 2.3 材料試験結果 
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図 2.1 鋼管の応力－ひずみ曲線（STK400） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.2 添接板の応力－ひずみ曲線（SM400） 
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2.2.3 載荷方法 

 両端単純支持となる 4 点曲げ載荷実験の概略図を図 2.3 に示す．繰返し曲げ載荷では，

最大荷重を過ぎて，最大荷重の 90%に荷重が除荷するまで単調載荷を行った後，荷重がゼ

ロになるまで除荷し，その時の変位を基準として，降伏変位整数倍漸増による正負交番繰

返し載荷を行った．繰返し載荷は，-δy，δy，-δy，δy，-2δy，2δy，-2δy，2δy，-3δy，3δy，-3δy，

3δy，．．．．．と δyずつ変位を漸増させた交番載荷であり，同じ変位を 2回ずつ繰返している．

ここで，δyはそれぞれの供試体の降伏変位である．繰返し載荷実験は，最初から正負交番

繰返し載荷を行うのが一般的であるが，本実験は，鋼板添接補修鋼管の曲げ耐荷力評価お

よび添接板と減肉鋼管との荷重分担率算定が主要な目的であり，最大荷重後の繰返し曲げ

載荷実験となった． 
 実験では，4MN アクチュエータ（理研精機株式会社製）を 2 本使用し，変位制御によ

り載荷を行った．図 2.3 の載荷方法概要に示すように支点間距離は 2,000mm，載荷点距離

は 600mm，支点－載荷点間距離は 700mm である．支点および載荷点では，図 2.4 の曲

げ実験鋼管支持方法に示すように，支持用冶具を軸受で受けることで鋼管の回転を許容し，

鋼管は支持用冶具に外側から上下それぞれ 6 本，計 12 本のボルト（M16）により治具に

固定されている． 
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(a) 概略図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 載荷装置写真 
 

図 2.3 載荷方法概要 
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(a) 鋼管支持冶具概略図 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 支持冶具写真 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) 一支持点におけるボルト支持位置     
 
                              図 2.4 曲げ実験鋼管支持方法 
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2.3 繰返し曲げ実験結果 

 

2.3.1 供試体寸法実測値 

 各供試体の寸法を実測した結果を表 2.4 に示す．この表には，実測寸法と表 2.3 に示す

降伏応力から求められる理論降伏荷重も示す．表中の理論降伏荷重は，4 点曲げ実験での

載荷点 2 点での荷重の合計である． 
 

表 2.4 曲げ実験供試体寸法実測値および理論降伏荷重 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.2 荷重―変位関係 

 図 2.5 に繰返し曲げ解析を行った KN0B，KN1B および KW3B1 のスパン中央における

荷重変位曲線を示す．この図における縦軸の P および横軸の δはそれぞれ荷重の合計値お

よびスパン中央の変位であり，無欠損鋼管の場合の降伏荷重（Py0=403kN）および降伏変

位（δy0=7.1mm）で無次元化されている． 
図 2.5(a)に示す KN0B のケースにおける荷重の 0kN 近傍での不連続性は，載荷中は鋼

管が扁平化し，載荷していない支持ボルトとの間に隙間ができるため，繰返し載荷におい

て載荷方向を反転した時，隙間がなくなるまで荷重が作用しないためである．その他のケ

ースについては，載荷方法を反転させる前に支持ボルトを締め直し，支持ボルトと鋼管の

隙間をなくしてから逆方向の載荷を行った． 
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                  (a) KN0B 
 
 
                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  (b) KN1B 
 

  図 2.5 荷重－変位曲線（その 1） 
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                   (c) KW3B1 
 
               図 2.5 荷重－変位曲線（その 2） 
 
 

2.3.3 崩壊形式 

 図 2.6 に各供試体の最終状況写真を示す． 
 曲げ載荷実験における崩壊形式は，KN0B については等曲げ区間で全断面塑性化した曲

げ破壊，KN1B については減肉部で降伏後，減肉部の上側において局部座屈が発生した．

また，KW3B1 については，降伏後下側添接板の内側前面すみ肉部に亀裂が発生した（図

2.5(c)の●点）．その後，最大荷重前に添接板上側の突合わせ溶接部に亀裂が発生し（図

2.5(c)の○点），繰返し載荷時に，上側の突合せ溶接部の亀裂が溶接線方向に進展し，また

下側の前面すみ肉の亀裂が添接板周方向に大きく進展し添接板が破断した． 
本研究で実験結果を報告していない実験供試体も含めると，4 体（表 2.1 の KW2B，

KW3B1，KW3B2 および KW4B）の水中溶接補修供試体のうち 2 体（表 2.1 の KW3B1
および KW3B2）に突合せ溶接部での亀裂が見られ，残りの 2 体では亀裂は発生しなかっ

た．また，亀裂が発生した 2 体とも最大荷重直前での亀裂発生であった．何に起因して亀

裂発生の有無はにつながったかは，これまでに特定できていないが，3体（表 2.1の KA2B，

KA3B および KA4B）の気中溶接補修供試体では発生していないことから，水中溶接部の

性能に起因していることが考えられる． 
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(a) KN0B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) KN1B（減肉部） 
 

図 2.6 供試体最終状況写真（その 1） 
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(c) KW3B1（鋼板添接補修部） 
 

図 2.6 供試体最終状況写真（その 2） 
  
 

2.4 単調曲げ載荷実験と解析結果の比較 

 

2.4.1 解析条件 

 繰返し曲げ解析を行う前に，表 2.4 に示す KN0B、KN1B および KA3B の供試体につい

て単調曲げ解析を行った．検討結果を以下に述べる． 

（１）解析モデル 
 曲げを受ける鋼板添接補修された減肉鋼管の解析対象鋼管の概略図を図 2.7 に示す．解

析モデルは，単純支持された鋼管の減肉部が等曲げを受けるように設定した． 
支点および載荷点の条件は，図 2.8 に示すように，支点および載荷点位置の鋼管中心点

を各々の参照節点として設定し，支点および載荷点断面の各々の接点集合をそれぞれの剛

体運動に結合させて解析を行った．載荷実験では，載荷点および支点はダイアフラムなど

で剛にして実験を行うのが通常であるが，今回の供試体にそのような部材の取付けが困難

であったため，載荷点部分の鋼管に変形が発生している．そのため，実験では剛な境界条 
件となっていないが，単調曲げ解析においては大きな影響はないものと考え，このモデル 
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図 2.7 解析対象鋼管（φ216.3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.8 参照節点 

 
にて解析を行う．なお，繰返し曲げ解析における実験結果との比較においては，繰返し時

における載荷方向の反転を考慮した境界条件モデルにて解析を行う． 
（２）有限要素モデル 

 解析には汎用有限要素解析プログラム ABAQUS ver.6.82.8)を使用した．図 2.9 に解析モ

デル例を示す．等曲げを受けている鋼管であるため，解析モデルは 1/4 モデルとした．鋼

管および添接板は薄肉シェルを対象とした 4 節点シェル要素（S4）でモデル化し，鋼管と

添接板のすみ肉部は梁要素を用いて鋼管と添接板の節点を接合した． 
解析ケースは 3 種類あり，図 2.9(a)の無欠損鋼管は腐食をしていない元の鋼管のケース， 
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図 2.9(b)減肉鋼管は減肉した鋼管のケースであり，図 2.9(c)鋼板添接補修鋼管は減肉部を

添接板で補修を行ったケースである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 無欠損鋼管モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 減肉鋼管モデル 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 鋼板添接補修鋼管モデル 
                 図 2.9 解析モデル例 
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図 2.10 減肉部のモデル化 
 
 減肉部の板厚不連続部は応力集中の発生が考えられるが，本研究では補修部の曲げ局部

座屈を対象としており，曲げ局部座屈は減肉区間に生じるものと考えられ，応力集中より

板厚不連続による曲げモーメントの影響がより大きいと考え，板厚不連続部は図 2.10 に示

すようにすみ肉溶接部と同様に梁要素を用いて偏心の影響をモデル化した． 
（３）硬化則 
 降伏後の硬化則は，等方硬化則を使用した． 
 なお，理想的な添接板補修された減肉鋼管の挙動をまず明らかにすることを目的と考え，

ここでは残留応力および初期不整については考慮していない． 
 
2.4.2 解析結果の精度 

 有限要素分割数による解析結果の精度比較は，単調曲げ載荷を行った無欠損鋼管（外径

=216.3mm，板厚=12.7mm）の最大荷重と最大荷重時のスパン中央のたわみについて行っ

た． 
 鋼管 1/2 断面の円周方向分割数を 60 分割，30 分割，および 16 分割した場合の解析結果

を用いて，L.F.Richardson の外挿式から導かれた次式 2.9)，2.10)による外挿値による精度比

較を行った． 
 
 
                                     (2.1) 
 
 
ここで，fex は真の解の外挿値，Ni は分割数の平方の逆数（1/ni2），fi は分割数 ni に対する

解析解である．式(2.1)は 2 方向の分割数の比が一定の場合に用いることができるものであ

る．今回の解析の場合，円周方向 60 分割の場合には要素寸法（円周方向×軸方向）は 5.4mm
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×5mm，30 分割の場合には 10.7mm×10mm，16 分割の場合には 20.1mm×25mm であ

り，要素形状がほぼ正方形に近いものであるため，円周方向と軸方向の分割数の比は同じ

ものであるとして外挿値の計算を行った． 
 表 2.5 に円周方向の要素分割数と精度の比較を示す．表中の誤差とは，解析結果の，真

の解の外挿値からの誤差である．表 2.5 に示すように，円周方向 16 分割で十分な精度の解

析結果が得られているものと判断できる． 
 しかし，載荷による断面変形過程において，減肉鋼管と添接板の接触による影響が考え

られるとともに，座屈変形を正確に把握する必要がある．したがって，要素分割数は円周

方向に 60 分割とし，鋼管長手方向はスパン中央部（スパン長の 60%）の要素寸法を 5mm
ピッチで，残りの支点付近の要素寸法を 10mm ピッチで分割して解析を行うこととした． 
 

表 2.5 要素分割数と精度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 中村らの研究 2.11)，2.12)によると，座屈変形を正確に表現できる解析モデルの作成にあた

っては，要素の形状比に配慮して座屈箇所に十分な数の要素を配置する必要がある．分割

数としては，象脚形座屈変形が発生する軸方向範囲に対して 5 要素以上の分割とし，要素

の形状は正方形に近づけるのが望ましいとしている． 
 図 2.11 に解析により得られた減肉鋼管の曲げ荷重下での座屈形状を示す．これより，座 
屈箇所の要素数は 5 要素以上確保されており，座屈性状を正確にとらえることができる解

析モデルであることがわかる． 
 図 2.12 に鋼板添接補修鋼管の添接板と鋼管減肉部との接触状況を示している．この図に

おいて，周囲と色が異なる部分が接触部分である．前述したように，60 分割で局部座屈形

状を十分に表現でき，また，小さい領域の接触であっても接触部分を考慮することが可能

であることがわかった． 
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               図 2.11 減肉鋼管の座屈状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             図 2.12 鋼板添接補修鋼管の接触状況 
 
 
2.4.3 実験と解析結果の比較 

 単調曲げ実験を行った 3 つのケース（KN0B，KN1B および KA3B）について弾塑性有

限変位解析を行った．スパン中央での荷重－変位関係について図 2.13 に示す． 
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                   (a) KN0B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   (b) KN1B 
 
          図 2.13 スパン中央における荷重－変位曲線（その 1） 
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                   (c) KA3B 
 
         図 2.13 スパン中央における荷重－変位曲線（その 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             図 2.14 KA3B の座屈状況 
 
 実験結果と解析結果を比較すると，KN0B および KN1B については初期剛性および最大

荷重はほぼ合っていることがわかる．KA3B については，初期剛性および最大荷重後の荷

重－変位曲線はほぼ合っているものの，最大荷重は実験値の方が大きい値を示している． 
実験結果と解析結果との最大荷重の違いの原因は明らかではないが，図 2.14 に示すように，

解析結果では降伏後減肉部近傍の添接板が座屈しており，実験でも同様に減肉部近傍の添 
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図 2.15 KA3B の実験後供試体 
 
接板のひずみが急増して，図 2.15 に示すように減肉部近傍の添接板が少し膨らんだ状態と

なっており，座屈形状はほぼ一致している． 
 
 
2.5 繰返し曲げ載荷実験と解析結果の比較 

 
2.5.1 解析条件 

 表 2.4 の供試体のうち，KN0B，KN1B および KW3B1 のケースについて繰返し曲げ解

析を行った．解析条件は，“2.4 単調曲げ載荷実験と解析結果の比較”の場合と同様であ

るが，載荷点および支点の解析条件を一致させるため，以下の境界条件で解析を行った． 
 “2.4 単調曲げ載荷実験と解析結果の比較”においては，載荷点と支点の条件として，

支点および載荷点位置の鋼管中心点を各々の参照節点として設定し，支点および載荷点断

面の各々の接点集合をそれぞれの剛体運動に結合させて解析を行っていたが，ここでは，

繰返し時の載荷方向を変える場合に載荷プレートと鋼管との間にできる隙間を再現して実

験条件と解析条件を合わすため，載荷点および支点において図 2.16 に示すような載荷プレ

ートおよび支点プレートを用いて支持し，その部分は接触問題として解析を行った． 
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図 2.16 載荷プレートおよび支点プレートのモデル化 
 
 
 降伏後の硬化則は，繰返し時において，塑性変形が生じた後の荷重反転時に降伏応力が

減少するバウジンガー効果を考慮するため，非線形等方・移動硬化則を使用した．等方硬

化挙動では降伏曲面の大きさを考慮し，移動硬化則成分は線形 Ziegler 硬化則と非線形性

を導入する緩和項を考慮している． 
 なお，理想的な添接板補修された減肉鋼管の挙動をまず明らかにすることを目的と考え，

ここでは残留応力および初期不整については考慮していない． 
 

2.5.2 実験と解析結果の比較 

 曲げ繰返し実験を行った 3 つのケースについて，弾塑性有限変位解析を行った．スパン

中央での荷重－変位関係について，実験結果と解析結果との比較を図 2.17 に示す．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 



31 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) KN0B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) KN1B 
 

図 2.17 スパン中央における荷重－変位曲線（その 1） 
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(c) KW3B1 
 

        図 2.17 スパン中央における荷重－変位曲線（その 2） 
 
 図 2.17(a)で KN0B の実験結果と解析結果を比較すると，最大荷重は若干差があるもの

の，繰返し部分はほぼ一致している結果となった．単調増加部の実験値と解析値の違いは，

図 2.18 に示すように，載荷プレート部で鋼管のへこみが発生して扁平化しているために発

生しているものと考えられる．実験結果の崩壊形式は全断面塑性化による曲げ破壊である

が，図 2.19 に示す実験後の写真によると，発生時期は不明であるが載荷プレート部で同様

なへこみが発生しているのがわかる．“2.4 単調曲げ載荷実験と解析結果との比較”にお

いて，載荷点部境界条件を剛体挙動するものとして拘束していた場合の方が，実験値と解

析値の一致が見られることより，載荷プレート部のへこみの発生時期が，実験と解析とで

異なることが考えられる．  
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図 2.18 載荷プレート部の鋼管のへこみ状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.19 実験後の鋼管載荷点部のへこみ状況 
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図 2.20 KN1B の実験後供試体 
 
 図 2.17(b)に示す KN1B については，実験結果と解析結果はほぼ一致しているものの，

繰返し領域では若干違いがみられる．実験においては，図 2.4 に示す鋼管の支持および載

荷点で，繰返し載荷中に載荷方向を変える際，鋼管の扁平化により治具と鋼管の間にでき

た隙間をボルトを締め直すことにより無くしているが，解析においてはこの作業が反映さ

れていない．実験では，ボルトの締め直しにより，鋼管の変形が拘束され扁平化がより進

んだものと推測され，実験値と解析値との間に若干の差異がでたものと考えられる．ただ

し，解析における変形状況は，実験結果と同様に，中央部近傍の減肉部区間に曲げ局部座

屈が発生した．その崩壊後の座屈状況を図 2.20 に示す． 
 図 2.17(c)に示す KW3B1 では単調載荷時の最大荷重はほぼ一致しているものの，実験結

果における繰返し部の履歴ループが解析結果と比較して小さくなっている．これは，実験

において単調載荷中の最大荷重直前に添接板下側前面すみ肉部および上側突合せ溶接部に

亀裂が発生したこと，また繰返し載荷時に繰返し数の増加と共に下側の前面すみ肉の亀裂

が添接板周方向に進展したことにより，繰返し時の耐荷力が大きく減少した結果であると

考えられる．解析結果によると，図 2.21 に示すように減肉鋼管がスパン中央で，添接板が

減肉部端部付近で座屈しており，実験においても同様に，図 2.22 に示す実験後の崩壊写真

では減肉部端部付近の添接板が少し膨らんで座屈変形を起こしていることがわかる．解析

では，減肉部で鋼管および添接板の座屈が発生し，その塑性変形が残ったままの繰返し曲

げ載荷となったため，荷重－変位曲線における正負の履歴ループは非対称となっているも

のと考えられる． 
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図 2.21 KW3B1 の座屈変形図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.22 KW3B1 実験後供試体 
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 本実験は，鋼管供試体の単調曲げ載荷実験を最大荷重を超えて荷重が最大荷重の 90%に

除荷するまで載荷を行った後，引き続いて繰返し実験を実施したものである．単調載荷中

に前面すみ肉溶接部および突合せ溶接部の亀裂が発生し，繰返し実験の初期から亀裂が存

在している．この前面すみ肉溶接部の強度は補修設計では最初から考慮されておらず，ま

た，前面すみ肉溶接の有無で補修鋼管の耐荷力性能は大きく変化しないことが報告されて

いる 2.4)． 
 突合せ溶接の破断は，その後の耐荷力性能に大きく影響を与えることは明らかであるが， 
亀裂の発生が最大荷重直前であったため，最大荷重までの挙動には影響がない．ただし， 
実際の補修では，突合せ溶接が破断しないよう溶接部の設計を行う必要があると考えられ

る． 
 以上より，実験と解析結果を比較すると，解析の境界条件が実験の境界条件と完全に一

致していないため，溶接部の亀裂あるいは破断が生じたため，実験結果と解析結果とが一

致しない部分があった．しかしながら，多少の違いはあるものの，1）性能評価の対象と

する領域が最大荷重が発生する程度までであること，2）前面すみ肉溶接部は補修鋼管の

挙動へ与える影響が少ない 2.4)こと，および 3）解析モデルの解析精度は十分であり添接板

と鋼管との接触状態も十分に表されていることを考慮すると，鋼板添接補修鋼管の溶接の

破断が起きないとした解析モデルによる鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ耐荷力性能評価は

ほぼ可能であると考えられる． 
 

 

2.6 まとめ 

 

港湾構造物の桟橋鋼管が腐食した場合の補修方法としてよく使用される鋼板添接補修さ

れた鋼管の挙動を明らかにするため，曲げ単調載荷実験の延長上で行われた繰返し曲げ実

験と解析結果との比較を行った． 
 実験は，一般構造用炭素鋼鋼管の STK400（外径=216.3mm，板厚=12.7mm）を使用し

た 4 点曲げ載荷実験である．実験は，腐食前である無欠損鋼管，腐食後を想定したスパン

中央部に長さ 150mm にわたって一様に切削した減肉鋼管，および減肉鋼管に添接板を溶

接した鋼板添接補修鋼管の 3 ケースである． 
 有限要素解析モデルを作成し，解析結果の精度について検討し，解析結果と実験結果を

比較して解析モデルの妥当性を検討した． 
 本章の結果をまとめると以下のようになる． 
 
 （１）有限要素モデルの精度について検討し，1/4 モデルの円周方向を 60 分割した結果 

は十分な精度があることを確認した．また，局部座屈形状および鋼管と添接板と 
の接触状況も十分に表すことができる分割数であることを確認した． 
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（２）節点集合の自由度を参照節点の剛体運動で拘束する載荷点の境界条件として，単 
調曲げ載荷実験結果と解析結果を比較した．その結果，無欠損鋼管，減肉鋼管の 
荷重－変位曲線はほぼ一致していたが，鋼板添接補修鋼管の場合には，最大荷重 
は実験値の方が高い結果となった．最大荷重の違いの原因は明らかではないが， 
解析では減肉部端部の添接板において座屈が発生しており，実験でも同様な座屈 
変形は見られ，座屈形状はほぼ一致している． 

 （３）繰返し曲げ解析においては，繰返し時の載荷方向を変える場合に載荷プレートと 
鋼管との間にできる隙間を再現して実験条件と解析条件を合わすため，載荷プレ 
ートおよび支点プレートを用いて支持し，接触問題として扱うための有限要素解 
析モデルを作成した． 

 （４）無欠損鋼管のケースにおいては，最大荷重において差はあるものの，繰返し時に 
おける実験結果と解析結果はほぼ一致しており，崩壊形式も実験と同様に局部座 
屈はなく全体たわみ変形によるものであった．解析においては，載荷プレート部 
に鋼管のへこみ部が発生したため最大荷重に差ができたものと考えられる．実験 
においても鋼管の同様なへこみは発生しており，実験と解析とのへこみの発生時 
期が異なることが考えられる． 

 （５）減肉鋼管のケースにおいては，実験時における鋼管の扁平化による隙間解消のた 
めのボルト締め直しステップが解析において考慮されていないため，若干の差異 
があった．また，実験時と同様に，減肉部において局部座屈が発生する解析結果 
となった． 

 （６）鋼板添接補修鋼管のケースにおいては，単調載荷時の最大荷重はほぼ一致してい 
るものの，実験時における前面すみ肉溶接部および突合せ溶接部の亀裂発生によ 
り，繰返し時において実験結果と解析結果の差異が生じた． 

 （７）鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ載荷の弾塑性有限変位解析を行い，載荷実験結果 
と比較した結果，解析結果と実験結果は必ずしも一致しているとは言えないが，

性能評価の対象とする領域が最大荷重が発生する程度までであること，前面すみ 
肉溶接の破断は鋼板添接補修鋼管の耐荷力評価に大きな影響を与えないこと，解 
析モデルの解析精度は十分であり添接板と鋼管との接触状態も十分に表されてい 
ることを考慮すると，溶接の破断が起きないとした解析モデルによる鋼板添接補 
修鋼管の繰返し曲げ耐荷力性能評価はほぼ可能であると考えられる． 
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第 3 章 鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動解析 
 
3.1 緒言 

 
 第 2 章では，無欠損鋼管，減肉鋼管および鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ実験を行い，

数値解析モデルとして有限要素解析モデルを作成し，実験と解析結果の比較を行って解析

モデルの妥当性について検討を行った．本章では，第 2 章で作成した解析モデルを使用し

て，種々のパラメータについて解析を行い，現在の腐食劣化鋼管の補修設計における問題

点および設計への考察を行う． 
 現行設計法 3.1)では，補修・補強後の鋼部材の保有性能が要求性能を満足するように，設

計断面耐力が設計断面力を上回るように設計される．しかし，補修部つまり減肉部や添接

板における座屈耐荷力や繰返し載荷時の挙動については十分に考慮されていないのが現状

である．したがって，本章においては，鋼板添接補修された鋼管減肉部が等曲げを受ける

ように単純梁モデルを設定し，載荷点に強制変位を与えた場合の繰返し曲げ挙動について

検討する． 
 実際の港湾構造物に使用される鋼管の荷重状態は，軸力および曲げの繰返し荷重を受け

ることになるが，ここでは鋼管の主な挙動となる繰返し曲げ挙動に注目して，一般構造用

炭素鋼鋼管の外径=216.3mm および 508mm，板厚=12.7mm を対象に，減肉厚，添接板厚，

および降伏応力を変えた種々のパラメータに対して弾塑性有限変位解析を行うこととする． 
 
 
3.2 解析条件 

3.2.1 境界条件 

 鋼板添接補修された減肉鋼管の解析モデルは，第 2 章と同様に，単純支持された鋼管の

減肉部が等曲げを受けるように図 3.1 のように設定した．ここでは，実験と同じ鋼管外径

であるφ216.3mm の場合とφ508mm の場合について解析を行った．なお，φ508 の場合

には，鋼管および添接板の降伏応力が大きい場合と小さい場合を想定したケースについて

も解析を行った． 
 第 2 章においては，主に実験の載荷条件を考慮した境界条件により解析を行った．しか

し，実際の桟橋構造において荷重集中点となる箇所としては，杭頭およびジャケット式桟

橋のような格点が考えられるが，杭頭はコンクリートに埋め込まれており，ジャケット式

桟橋の格点はダイアフラム等により剛な構造となっており，荷重集中点では断面変形が生

じないとするのが妥当であると考えられる．したがって，支点および載荷点の条件は第 2
章の単調曲げ解析の場合と同じように，図 3.2 に示すように，支点および載荷点位置の鋼

管中心点を各々の参照節点として設定し，支点および載荷点断面の各々の節点集合をそれ

ぞれの剛体運動に結合させて解析を行った． 
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              (a) φ216.3mm の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               (b) φ508mm の場合 
 
               図 3.1 解析対象鋼管 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              図 3.2 参照節点 
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3.2.2 載荷方法 

 繰返し曲げ解析は，無欠損鋼管の載荷点における降伏変位を減肉鋼管および鋼板添接補

修鋼管の載荷点にδy0，-δy0，2δy0，-2δy0，．．．．．と与えて，スパン中央の変位と荷重と

の関係を求めた．ここで，無欠損鋼管のスパン中央における降伏変位δy0，および降伏荷

重 Py0は表 3.1 に示す値であり，鋼板添接補修鋼管の変位δおよび荷重 P はそれぞれδy0

および Py0により無次元化を行った． 
 
3.2.3 使用材料および硬化則 

鋼板添接補修された鋼管が曲げ繰返しを受ける場合の挙動を数値解析的に明らかにする

ため，第 2 章で実験に使用した一般構造用炭素鋼鋼管 STK400（外径=216.3mm，板厚

=12.7mm），外径の異なる一般構造用炭素鋼鋼管 STK400（外径=508mm，板厚=12.7mm），

および溶接構造用鋼材 SM400 を使用して解析を行った． 
 降伏点などの材料定数は表 2.3 に示される試験結果を使用し，硬化則についても第 2 章

の繰返し曲げ載荷解析と同様に，非線形等方・移動硬化則を適用した． 
 
3.2.4 解析におけるパラメータ 

 本章における減肉長はφ216.3 の場合は減肉長を L=150mm とし，φ508 の場合には

L=360mm と一定にして解析を行った．減肉長については，Plantema の局部座屈波長の

理論解 3.2)     より求めた長さの 2~3 波長分として設定した．ここに，R は鋼管の

板厚中心線の半径，t は鋼管板厚である． 
 鋼管減肉部の厚さ tpは，φ216.3 の鋼管については tp =3mm~9.5mm，φ508 の鋼管に

ついては tp =6.7mm とし，添接板厚 tsは，φ216.3 の鋼管については ts =6mm~12mm，

φ508 の鋼管については ts =9mm~13mm として解析を行った．鋼管径，減肉部鋼管厚，

添接板厚，降伏応力などの影響を見るため，式(3.1)の径厚比パラメータ 3.3)を使用した． 
 
                                     (3.1) 
 
 

表 3.1 降伏変位および降伏荷重 
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ここに，R は板厚中心の半径，t は板厚，σyは降伏応力，E は弾性係数およびνはポアソ

ン比である 

 

3.2.5 変形性能評価 

 エネルギー吸収部材の耐震性能照査は，地震による応答変形が終局点に対応する変形よ

り小さければ安全と考える変形照査法により行われている．また，梁要素を用いた複合非

線形動的解析による応答ひずみによるひずみ照査法もある 3.4)．道路橋示方書 3.5)では，地

震後の使用性照査は，最大応答変位から経験式を用いて残留変位を求めて照査をしている． 

 建築鋼構造では，繰返し変形時の履歴を考え，エネルギー吸収量（荷重－変形履歴曲線

が囲む面積）あるいは累積塑性変形などで耐震性能を評価する場合もある 3.4)． 

 弾塑性系構造物が地震時に吸収する全エネルギー量は，最大塑性率と同様に構造物の損

傷に関係の深い量であり，鋼構造では破壊の規準として全エネルギー吸収量を用いるのが

よいとされている 3.6)． 

 港湾鋼構造物である桟橋の耐震強化施設についてはレベル 2 地震動に対する動的解析法

による照査によることになっている．その性能規定 3.7)によると，耐震強化施設（特定（緊

急物資輸送対応））（使用性）の場合，桟橋を構成する杭の中に 2 箇所以上で全塑性モーメ

ントに達している杭が存在しないこと，耐震強化施設（標準（緊急物資輸送対応））（修復

性）の場合，桟橋を構成する杭の中に 1箇所のみで全塑性モーメントに達しているまたは

全塑性モーメントに達していない杭が存在することを照査することである．また，桟橋の

変形量についてはレベル１地震動に関する岸壁法線の変形に関する規定があるのみで，レ

ベル 2 地震動に関する桟橋の変形量については規定されてなく，桟橋の動的な変形を適切

に考慮して，限界値を設定して変形性能を照査してもよいことになっている． 
 本研究では，最大荷重および最大荷重前後の座屈挙動を対象としており，エネルギー吸

収量を変形性能評価の指標と考えた図 3.3 に示す履歴ループ面積，および耐荷力となる最 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 エネルギー吸収量算出例 
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大荷重により評価する．鋼板添接補修鋼板が無欠損鋼管の変形性能を確保するためには，

エネルギー吸収量である履歴ループ面積比 Acy/ Acy0を 1.0 以上確保する必要があると考え

て評価する．ここに，Acyは対象鋼管の載荷点における履歴ループ面積であり，Acy0は無欠

損鋼管の履歴ループ面積である．無欠損鋼管の履歴ループ面積 Acy0は，最大荷重までの履

歴ループにより囲まれる面積であり，鋼板添接補修鋼管の履歴ループ面積は，対象鋼管の

最大荷重の 90%に相当する履歴ループで囲まれる面積である．履歴ループ面積は，例えば

図 3.3 の実線で囲まれる面積として計算され，変形時のエネルギー吸収量と考えられる．

また，鋼板添接補修鋼管については補修であることを考慮して最大荷重の 90%まで許容し

ている． 
 

 

3.3 繰返し曲げ挙動解析結果 

 

3.3.1 繰返し曲げ解析結果（その 1） 

 鋼板添接補修された鋼管が曲げ繰返しを受ける場合の挙動を数値解析的に明らかにする

ため，第 2 章で実験に使用した一般構造用炭素鋼鋼管 STK400（外径=216.3mm，板厚

=12.7mm）について，表 3.2 に示すように，減肉長は L=150mm と一定にして，減肉部厚

（3mm~9.5mm）および添接板厚（6mm~12mm）を種々変えて解析を行った． 
 繰返し曲げ解析を行った各ケースの荷重－変位曲線を図 3.4 に示す．ここで，δy0

（=7.1mm）および Py0（=418kN）はそれぞれ無欠損鋼管のスパン中央における降伏変位

および降伏荷重である． 
 

表 3.2 繰返し曲げ解析ケース条件 
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     (a) Case No.1              (b) Case No.2 
 
          
 
 
 
 
 
 
 
 
     (c) Case No.3              (d) Case No.4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     (e) Case No.5              (f) Case No.6 
 

図 3.4 スパン中央における荷重－変位曲線（その 1） 
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     (g) Case No.7              (h) Case No.8 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       (i) Case No.9            (j) Case No.10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                (k) Case No.11 
 

図 3.4 スパン中央における荷重－変位曲線（その 2） 
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 図 3.4 の中で，○印の部分は局部座屈が最初に発生した点である．この点での座屈変形

図の代表的例として Case No.6 および Case No.7 の場合について図 3.5 に示す．ここで，

図 3.5(b)は減肉部に最初の局部座屈が発生した時の座屈変形図であり，図 3.5(c)は添接板

に最初の局部座屈が発生した座屈変形図である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              (a) Case No.6（図 3.4(f)の○点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             (b) Case No.7（図 3.4(g)の○点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

            (c) Case No.7（図 3.4(g)の●点） 
               図 3.5 局部座屈変形図 
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 表 3.3 に繰返し曲げ解析結果の一覧表を示す．ここで，Rtは式(3.1)に示す径厚比パラメ

ータ 3.3)であり，Rt,pおよび Rt,sはそれぞれ腐食劣化鋼管および添接板の径厚比パラメータ

を示す．また，Pmaxは最大荷重（両載荷点での合計荷重）であり，Acyは対象鋼管の載荷

点における履歴ループ面積であり，Acy0は無欠損鋼管の履歴ループ面積である． 
 各ケースの変形状況は以下のようである．Case No.1 の無欠損鋼管は，最大荷重後わず

かにスパン中央部に曲げ変形が生じるものの，大きな局部座屈変形もない．Case No.2 の

減肉鋼管は，最大荷重後座屈変形が始まり，繰返しが増すにつれて変形が急に大きくなっ

ている． 
 減肉鋼管および添接板の座屈に影響するものとしては，径厚比パラメータの他に減肉鋼

管と添接板の荷重分担率が考えられる．添接板の荷重分担率に関しては文献 3.8)がある．

この文献では，圧縮実験および曲げ実験を実施して，減肉鋼管と添接板の荷重分担率を算

出するとともに，荷重分担率の簡易計算式を提案しており，同厚の添接板を使用した場合，

圧縮載荷に比べて曲げ載荷の方が添接板の分担率が高くなることを示している．しかし，

減肉厚と同厚の添接板を用いた曲げ載荷の場合では若干添接板の分担率が高くなる程度で

あることを考慮すると，塑性域での局部座屈には径厚比パラメータの影響が大きいものと

考えられる． 
鋼板添接補修鋼管の載荷時の変形状況は以下のようである．Case No.6，No.10 および

No.11 以外の鋼板添接補修鋼管のケースでは，鋼管の径厚比パラメータが添接板のそれよ

り大きいため，最大荷重後，鋼管が最初に座屈し始め，次に添接板が座屈し，その後座屈

変形が増大する結果となっている．  
 

表 3.3 繰返し曲げ解析結果 
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Case No.6 については，鋼管と添接板の径厚比パラメータがほぼ等しく，鋼管と添接板

がほぼ同時に座屈し始め，その後変形が大きくなってくる．表 3.3 より，鋼板添接補修鋼

管の耐荷力は無欠損鋼管の約 93%に低下しているが，繰返し曲げ変形性能は無欠損鋼管の

約 35%に低下しており，変形性能の低下が著しいことがわかる． 
Case No.10 については，Case No.6 のケースと同様に，鋼管と添接板がほぼ同時に変形

し始めるが，添接板の径厚比パラメータが鋼管のそれより大きいため，添接板の座屈変形

の方が鋼管より大きくなっている．この両ケースの荷重－変位曲線を見ると，最大荷重後

の荷重低下が他のケースと比較して大きくなっており，添接板による補修効果が少ないこ

とがわかる． 
 Case No.11 についてのみ，スパン中央の減肉部と無欠損鋼管部の添接板近傍の両方で座

屈変形が生じている．スパン中央部の座屈変形については，鋼管の径厚比パラメータが添

接板のそれより大きく，座屈変形は鋼管の方が大きくなっている． 
 港湾鋼構造物防食・補修マニュアル 3.1)によると，減肉鋼管の補修は減肉厚と同厚の添接

板により補修すれば元鋼管の耐力を満足することになるが，減肉鋼管および添接板の板厚

が元鋼管より薄いため局部座屈が発生することになり，表 3.3 より元鋼管の変形性能を確

保するためには減肉厚より厚い添接板の板厚が必要であることがわかる． 
 
3.3.2 繰返し曲げ解析結果（その 2） 

 前節では，一般構造用炭素鋼鋼管 STK400 の外径が 216.3mm の鋼管を対象としてきた

が，ここでは，外径寸法，板厚および降伏応力を変えた径厚比パラメータに対して解析を

行い，鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動について検討する． 
（１）径厚比が異なる場合の検討 
 対象鋼管は外径=508mm，板厚＝12.7mm の一般構造用鋼管 STK400 である． 

解析モデルは図 3.1(b)に示すもので，減肉部の鋼管厚=6.7mm，減肉長=360mm として，

添接板厚が 11mm~13mm の場合について解析を行った．なお，弾性係数，降伏応力およ

びポアソン比については，実験時の供試体と同じもの（表 2.3）を使用した． 
 
表 3.4 径厚比を変えた場合の解析結果 
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     (a) Case No.21              (b) Case No.22 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      (c) Case No.23            (d) Case No.24 

図 3.6 スパン中央における荷重－変位曲線 
 
各ケースの解析結果を表 3.4 に，スパン中央における荷重―変位曲線を図 3.6 に示す．

この図で，Py0（=1001kN）およびδy0（=18.9mm）は無欠損鋼管の降伏荷重および降伏

変位である． 
 Case No.21 の無欠損鋼管は，最大荷重後スパン中央部で座屈変形が始まり，座屈変形が

大きくなって荷重低下が起こっている．図 3.4(a) Case No.1 の無欠損鋼管と比較して径

厚比パラメータが大きいため，座屈変形にともなって荷重低下が急激に生じていることが

Case No.1 と異なる点である． 
 Case No.22 および Case No.23 の鋼板添接補修鋼管のケースについては，添接板の板厚

が厚いにもかかわらず添接板の降伏応力が小さいため，最大荷重後鋼管の座屈変形が始ま

り，引き続き添接板も変形し，添接板と鋼管の変形が増大している．Case No.24 のケース

については，添接板端部近傍の無欠損部で座屈変形が生じており（図 3.7 参照），添接板の

補修効果は十分にあることがわかる． 
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図 3.7 Case No.24 座屈状況図 
 
（２）降伏応力が異なる場合の検討 
 対象鋼管は外径=508mm，板厚=12.7mm で，減肉部の鋼管厚=6.7mm，減肉長=360mm
の鋼管に添接板厚が 9mm および 10mm の場合，鋼管と添接板の降伏応力を同一にして，

降伏応力が大きい場合（σy=374MPa：表 2.3 の STK400 に対応）と小さい場合（σy=    
269MPa：表 2.3 の SM400B に対応）について解析を行った．これらの降伏応力は，実験

時の鋼管と添接板の供試体の引張試験により得られた降伏応力である． 
降伏応力が大きい場合の結果を表 3.5 に，その荷重－変位曲線を図 3.8 に示す．図 3.8

で，Py0（=1001kN）およびδy0（=18.9mm）は無欠損鋼管の降伏荷重および降伏変位で

ある． 
また，降伏応力が小さい場合の解析結果を表 3.6 に，その荷重－変位曲線を図 3.9 に示

す．図 3.9 で，Py0（=722kN）およびδy0（=13.5mm）は無欠損鋼管の降伏荷重および降

伏変位である． 
表 3.5 降伏応力が大きい場合の解析結果 

 
 
 
 
 
 
 

表 3.6 降伏応力が小さい場合の解析結果 
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      (a) Case No.32                  (b) Case No.33 

図 3.8 スパン中央における荷重－変位曲線（降伏応力が大きい場合） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       (a) Case No.41             (b) Case No.42 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 (c) Case No.43 

図 3.9 スパン中央における荷重－変位曲線（降伏応力が小さい場合） 
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 降伏応力が小さい Case No.41 の無欠損鋼管の曲げ繰返し挙動は，図 3.6(a)の Case 
No.21 に示す降伏応力が大きい場合と同様の繰返し曲げ挙動となっている． 
 鋼板添接補修鋼管のうち，Case No.33 および Case No.43 については，スパン中央の減

肉部で座屈変形は生じず，スパン中央より断面力の小さい添接板端部近傍の無欠損鋼管部

で座屈変形が生じており，添接板の補修部分は十分な耐荷力があることがわかる（図 3.10
参照）． 
 Case No.32 および Case No.42 については，最大荷重付近で鋼管が少し膨らみ，その後

添接板も同様に局部変形し，徐々に座屈変形が大きくなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                (a) Case No.33 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                (b) Case No.43 
 

図 3.10 座屈変形図 
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 表 3.3～表 3.6 より，減肉鋼管の補修後の変形性能を確保するためには，腐食厚に相当

する板厚より厚い板厚が必要であることがわかる．例えば，減肉厚 6mm で，減肉部鋼管

厚が 6.7mm の場合，外径=216.3mm の鋼管では添接板厚 ts=9mm 以上必要となり，外径

=508mm の鋼管では ts=13mm 必要となっている．したがって，腐食厚と同じ厚さの添接

板で補修しても，鋼管および添接板が局部座屈を生じ，元の鋼管の変形性能を確保するこ

とができないことがわかる． 
 また，鋼管と添接板の降伏応力を同じにした場合で，6mm の減肉を考慮した Case No.33 
および Case No.43 では，必要な添接板厚は ts=10mm 以上となり，鋼管と添接板の降伏応

力が異なる場合と比較し必要な添接板の板厚が薄くなっている．これは，表 3.3 のケース

では，鋼管の降伏応力に比べて添接板の降伏応力が小さいため，添接板の降伏が早く，鋼

管の座屈後の変形性能を確保できないためである．したがって，鋼管と同程度の降伏応力

を有する添接板による腐食鋼管の補修が効果的であると考えられる． 
 表 3.5 と表 3.6 を比較すると，腐食鋼管と添接板の降伏応力が同じ場合には，添接板の

必要板厚は同じであり，径厚比パラメータにおける降伏応力の違いによる影響は少ないと

考えられる． 
 

 

3.4 まとめ 

 
本章では，腐食劣化鋼管の補修方法として採用される鋼板添接補修工法によって補修さ

れた鋼管の繰返し曲げ耐荷力性能を明らかにするため，有限要素法による弾塑性有限変位

解析を行った．本章の結果をまとめると以下のようになる． 
 
 （１）鋼板添接補修鋼管が繰返し曲げを受ける場合の局部座屈挙動を明らかにした． 
 （２）腐食減厚分を補う現行の設計法によって設計された鋼板添接補修鋼管の耐荷力は 

無欠損鋼管の約 93%に低下しているが，繰返し曲げ変形性能は無欠損鋼管の約 
35%に低下しており，変形性能の低下が著しいことを明らかにした． 

 （３）減肉鋼管と添接板の局部座屈を考慮して無欠損鋼管の変形性能を確保するために 
は，φ216.3 の腐食減厚 6mm の場合，断面性能確保に必要な板厚の 1.5 倍の添接 
板厚が必要であることを明らかにした． 

 （４）減肉鋼管を添接板で補修する場合，鋼管と同程度の降伏応力を有する添接板によ 
る補修が効果的であることが明らかになった． 

 （５）減肉鋼管と添接板の降伏応力が同じ場合には，径厚比パラメータにおける降伏応 
力の影響は少なく，添接板の必要板厚は降伏応力の違いによって変わらないこと 
が明らかになった． 
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第 4 章 軸力を受ける鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動解析 
 
4.1 緒言 

 
 第 2 章および第 3 章では，鋼板添接補修鋼管が繰返し曲げを受ける場合について検討を

行い，補修設計への考察を行った．しかし，桟橋などの港湾構造物は鉛直荷重および地震

時慣性力により鋼管杭には曲げのほか，軸力が作用することになる．実際の桟橋モデルの

挙動解析の前に，繰返し曲げ挙動への軸力の影響について検討する必要があり，本章では，

軸力を受ける繰返し曲げ挙動について検討する． 
 まず，桟橋の対象領域である鋼管杭を取り出して片持梁モデルを作成し，この片持梁モ

デルに軸力を作用させて繰返し曲げ解析を行い，繰返し曲げ挙動に与える軸力の影響につ

いて検討する． 
 地震時における桟橋の鋼管に作用する軸力は，死荷重および上載荷重による軸力および

地震時慣性力による軸力が考えられ，死荷重および上載荷重による軸力は鋼管の降伏軸力

の 5%程度であり，この軸力に地震時慣性力の軸力が作用することになる．そこで，鋼管

に降伏軸力の 0%~25%の一定軸力が作用した状態に，繰返し曲げが作用する場合について

弾塑性有限変位解析を行い，必要添接板厚，最大水平力およびエネルギー吸収性能への影

響について検討を行う． 
 
 
4.2 解析モデル 

 

4.2.1 桟橋モデル 

 一般的な直杭式横桟橋および無防食鋼材の深さ方向の腐食速度概要図 4.1)を図4.1に示す．

この図に示すように，桟橋の鋼杭の干潮面直下位置と満潮面より上の飛沫帯で腐食速度が

大きくなる．そこで，桟橋モデルから取り出した単一鋼管モデルに対して，干潮面直下位

置より飛沫帯部分が腐食劣化したものと仮定し，その区間の鋼管厚を一様に減肉させて解

析を行って検討する． 
 図 4.1 の鋼管杭を取り出した図を図 4.2 に示す．図 4.2 は鋼管杭の杭頭が固定されてい

る上部コンクリート部に水平力 P（地震時慣性力）を受けて水平変位δが生じた変位図お

よびその場合の杭の曲げモーメント図を示している．横桟橋の地盤面は図 4.1 に示すよう

に良質砂に置き換えられている場合が多く，杭径φ600mm~800mm の鋼管杭を対象とし

て，杭頭固定された突出単杭の上端に水平力が作用した場合の曲げモーメント 4.2)を計算す

ると，杭の曲げ剛性および良質砂を N 値=50 と想定して算出した水平方向地盤反力係数よ

り，上部コンクリートから地盤面まで突出長の約 60%の位置が曲げモーメントのゼロ点と

なる．したがって，桟橋の前面水深を 10m と想定し，曲げモーメントのゼロ点より上の鋼 
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           図 4.1 一般的な桟橋と腐食傾向図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図 4.2 水平力を受ける杭の変位図および曲げモーメント図 
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管杭を取り出し，長さ 6m の片持梁を解析対象として，梁先端に軸力 V および繰返し水平

荷重 P が作用する図 4.3 に示すモデルを考える．ここでは，鋼板添接補修した減肉鋼管杭

の耐荷力性能を評価可能な解析モデルを開発することを目的として，減肉が一定の区間の

み一様に生じた理想化された状態を検討の対象とし，減肉長を干潮面下（-0.5m）の腐食

部から上部コンクリートまでの腐食長を 3m と想定して解析を行う． 
 解析鋼管杭としては，鋼管径φ600mm，φ700mm およびφ800mm とし，鋼管厚は

16mm を対象とした．減肉部の厚さは元の鋼管厚の半分が腐食したものと想定し 8mm と

し，減肉長は前述したように 3m である．添接板の側面すみ肉溶接長は，鋼管に降伏モー

メントが作用するものとして“港湾鋼構造物防食・補修マニュアル”4.3)に基づき算出した．

その結果，スリット数は 12 箇所，溶接脚長は 9mm，溶接長は 495mm（φ600），585mm
（φ700）および 675mm（φ800）となった． 
 
4.2.2 使用材料 

 解析対象とした鋼管杭には，桟橋などで一般的に使用される JIS A5525 で規定されてい

る SKK490を使用し，添接板については SKK490と同等な機械的性質を有する JIS G3106
に規定されている SM490 を使用した．解析に使用したこれらの材料の材料定数を表 4.1
に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3 鋼板添接補修鋼管の解析モデル 
 

表 4.1 材料定数 
 
 
 
 



58 
 

4.2.3 有限要素モデル 

 図 4.3 の片持梁解析モデルを有限要素モデルとしたものを図 4.4 に示す．なお，繰返し

曲げを受ける鋼管の対称性を考慮して 1/2 モデルとした．鋼管および添接板は薄肉シェル

を対象とした 4 節点シェル要素でモデル化し，鋼管と添接板の溶接部はコネクター要素を

用いて結合した．コネクター要素は，二つの異なる部分を結合している要素のモデル化に

使用されるもので，非線形挙動および破壊の挙動についても考慮することができるもので

ある．文献 4.4)において，水中すみ肉溶接および気中すみ肉溶接に関する実験結果より溶

接部（前面すみ肉溶接および側面すみ肉溶接）の剛性，降伏応力および溶接強度を求め，

すみ肉溶接部をコネクター要素によりモデル化して実験結果と解析結果の比較を行い，提

案したコネクター要素の剛性式の妥当性が確認されている．本研究では，溶接部が水中と

なるため，水中すみ肉溶接の剛性提案式により求められた剛性を使用した．なお，すみ肉

溶接部は片持梁の自由端側にあるため弾性挙動することが確認されており，コネクター要

素は弾性挙動するものとして解析を行った． 
 1/2 鋼管モデルの要素分割数は，円周方向に 60 分割し，鋼管長手方向は固定部側（張出

長の 62.5%）の要素寸法を 15mm ピッチで，残りの載荷点付近の要素寸法を 30mm ピッ

チで分割して解析を行った．この分割数の精度は十分であることは“2.4.2 解析結果の精

度”において確認されており，添接板と鋼管との接触状況も十分表せることがわかってい

る． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.4 有限要素モデル 
 
 

4.3 軸力を受ける繰返し曲げ挙動解析 

 

4.3.1 解析条件 

 解析には汎用有限要素解析プログラム ABAQUS ver6.94.5)を使用した．降伏後の硬化則

は，線形 Ziegler の移動硬化則を使用した（硬化勾配=E/204，E：弾性係数）． 
 なお，理想的な添接板補修された減肉鋼管の挙動をまず明らかにすることを目的と考え，

ここでは残留応力および初期不整については考慮していない． 
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解析ケースは，鋼管径φ600，φ700 およびφ800 に対して，腐食をしていない無欠損

鋼管のケースと，8mm 腐食して減肉部の板厚が 8mm となった減肉鋼管を添接板で補修し

たケースである．なお，桟橋の死荷重，上載荷重および地震荷重による軸力増分を考慮し

た作用軸力については，一般の桟橋の鋼管降伏応力の 5%~20%程度と考えられ，鋼管降伏

応力に対する軸方向圧縮力の比が 0%，10%，20%および 25%の場合について解析を行っ

た． 
 繰返し曲げ解析は，上記軸力が作用している鋼管に，無欠損鋼管の降伏変位（δy0）を

鋼板添接補修鋼管の載荷点（モデル上の A 点，図 4.3 および図 4.4）にδy0，-δy0，2δy0，

-2δy0，・・・と与えて，載荷点の変位と水平力 P との関係を求めた．一般的港湾構造物に

おいて，作用軸力における死荷重の割合は降伏応力に対して 5%程度，上載荷重および地

震時水平力による軸力の割合は 5%~20%である．したがって，ここでは補修後鋼管に全軸

力（死荷重+上載荷重+地震荷重による増分）を作用させて解析した． 
 
4.3.2 軸力を受ける鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ解析結果 

 繰返し曲げ解析を行った結果を表 4.2 に示す．表 4.2 で，V/Vyは鋼管の降伏軸力に対す

る作用軸力の比，tpおよび tsはそれぞれ減肉部の鋼管板厚および添接板板厚，Pmaxは解析

時の最大水平力，Rtpおよび Rtsはそれぞれ式(3.1)に示す鋼管および添接板の径厚比パラメ

ータ 4.6)，Acyは載荷点における対象鋼管の水平力－変位履歴から得られる履歴ループ面積，

Acy/Acy0 は無欠損鋼管の履歴ループ面積に対する対象鋼管の履歴ループ面積の比を示す．

なお，表 4.2 には Acy/Acy0≧1.0 以上となる板厚のみを示している． 
 履歴ループ面積は，例えば図 4.5 の実線で囲まれる面積として計算される．図 4.5 にお

いて，点線は履歴ループを，一点鎖線は履歴ループの包絡線を示している．無欠損鋼管の

の履歴ループ面積は，最大水平力までの履歴ループにより囲まれる面積であり，鋼板添接 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.5 履歴ループ 
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表 4.2 軸力と繰返し曲げを受ける鋼管の解析結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
補修鋼管の履歴ループ面積は，対象鋼管の最大水平力の 90%除荷点に相当する履歴ループ

で囲まれる面積とした．履歴ループ面積は変形時のエネルギー吸収量であり，鋼板添接補

修鋼管の変形性能を確保するためには履歴ループ面積比が無欠損鋼管と同等以上となるよ

う 1.0 以上確保する必要があると考えられる．ここで，鋼板添接補修鋼管については補修

であることを考慮して最大水平力の 90%除荷点まで許容している．この図で，P/Py0 は軸

力が作用しない場合の無欠損鋼管の降伏水平荷重に対する対象鋼管の水平力比であり，δ/
δy0は同じく無欠損鋼管の降伏水平変位に対する対象鋼管の水平変位比である． 
 解析結果のうち，軸力比が 0%，10%および 20%の場合の載荷点における水平力－変位

曲線を図 4.6，図 4.7 および図 4.8 に示す．図 4.6 は鋼管径φ600 の場合，図 4.7 は鋼管径

φ700 の場合，図 4.8 は鋼管径φ800 の場合を示している．無欠損鋼管の降伏水平荷重お

よび降伏水平変位は，図 4.6 のφ600 の場合は Py0=219kN，δy0=63.0mm であり，図 4.7
のφ700の場合はPy0=302kN，δy0=54.0mmであり，図4.8のφ800の場合はPy0=398kN， 
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(a) V/Vy=0，無欠損鋼管        (b) V/Vy=0，添接板補修鋼管 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

(c) V/Vy=0.1，無欠損鋼管        (d) V/Vy=0.1，添接板補修鋼管 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(e) V/Vy=0.2，無欠損鋼管        (f) V/Vy=0.2，添接板補修鋼管 
             図 4.6 水平力－変位曲線（φ600） 
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 (a) V/Vy=0，無欠損鋼管        (b) V/Vy=0，添接板補修鋼管 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   (c) V/Vy=0.1，無欠損鋼管        (d) V/Vy=0.1，添接板補修鋼管 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(e) V/Vy=0.2，無欠損鋼管        (f) V/Vy=0.2，添接板補修鋼管 
             図 4.7 水平力－変位曲線（φ700） 
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    (a) V/Vy=0，無欠損鋼管        (b) V/Vy=0，添接板補修鋼管 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    (c) V/Vy=0.1，無欠損鋼管        (d) V/Vy=0.1，添接板補修鋼管 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(e) V/Vy=0.2，無欠損鋼管        (f) V/Vy=0.2，添接板補修鋼管 
             図 4.8 水平力－変位曲線（φ800） 
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図 4.9 固定端付近の座屈変形図 

 
δy0=47.3mm である．これらの図で，第 1 象限における破線は履歴曲線の包絡線であり，

図中の○点および●点はそれぞれ鋼管および添接板が局部座屈し始めた点である．また，

図 4.7(d)に示す解析ケースについて固定端付近における局部座屈変形図を図 4.9 に示す． 
 φ700 で軸力比 10%の場合の最大荷重直後の座屈変形図を図 4.10 に，座屈変形が大き

くなって水平荷重が低下し始めた座屈変形図を図 4.11 に示す（図 4.7(d)の場合）．これら

の図より，最大荷重後，減肉鋼管と添接板がほぼ同時に座屈し始め，その後の繰返し曲げ

により座屈変形が大きくなっているが，減肉鋼管の板厚が薄いため，座屈変形は添接板よ

り大きくなっていることがわかる．また，図 4.6，図 4.7 および図 4.8 より，最大水平力後

の荷重低下の勾配は，軸力比の増加にともなって大きくなっていることがわかる． 
 表 4.2 の結果より，現行設計法によって設計された添接板必要板厚は ts=9mm であるが，

無欠損鋼管と同等なエネルギー吸収性能を確保するためには添接板設計必要厚より厚い板

厚が必要であることがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.10 最大水平力後の座屈変形図（図 4.7(d)の○点） 
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図 4.11 水平力低下が顕著となる座屈変形図（図 4.7(d)の●点） 
 
4.3.3 軸力比による鋼板添接補修鋼管への影響 

 各減肉鋼管が無欠損鋼管のエネルギー吸収性能を確保するために必要な添接板厚と軸力

比との関係を図 4.12 に示す．この図より，各々の鋼管径に対して，軸力比が大きくなるに

つれて，無欠損鋼管のエネルギー吸収性能を確保するための添接板厚が厚くなっているこ

とがわかる．これは，軸力比が増加すると付加モーメントの影響が大きく最大水平荷重の

低下が顕著となり，この荷重低下を抑えてエネルギー吸収性能を確保するためには，厚い

添接板が必要となると考えられる．また，軸力比が大きくなると，局部座屈により減肉鋼

管の断面抵抗性能が低下する結果，添接板厚も元鋼管厚以上となってくることがわかる．

これは，曲げ座屈と軸圧縮座屈については相互の連成が大きいため，連成座屈の評価にあ

たっては，一般的に軸力と曲げモーメントは 1 次の連成で考慮され 4.6)，軸力比の増加によ

る局部座屈強度が低下するためであると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.12 軸力比と添接板厚との関係 
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表 4.3 最大水平力および履歴ループ面積の軸力比による影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 無欠損鋼管と補修鋼管のエネルギー吸収性能に与える軸力比の影響について考察するた

め，φ600およびφ700の鋼管について8mmの減肉を想定し，添接板厚をφ600場合13mm
で，φ700 の場合 14mm で補修を行った補修鋼管に対して，軸力比を変化させた場合の繰

返し曲げ解析を行い，その結果を表 4.3 に示す．ここで，PmaxV0は軸力比 0%の場合の無

欠損鋼管および鋼板添接補修鋼管の最大水平力であり，Acy0は軸力比 0%の場合の無欠損

鋼管および鋼板添接補修鋼管の履歴ループ面積である． 
 φ600 およびφ700 について，図 4.13 に軸力比と履歴ループ面積比（Acy/Acy0）との関

係を示し，図 4.14 に軸力比と最大水平力比（Pmax/PmaxV0）の関係を示す．図 4.13 より，

軸力比が大きくなるにつれて履歴ループ面積比の減少が大きく，無欠損鋼管より鋼板添接

補修鋼管の方が減少割合が大きいことがわかる．図 4.14 における軸力比の増加による最大

水平力の減少率をみると，軸力比の増加につれてほぼ線形的に減少していることがわかる．

また，図 4.13 と図 4.14 を比較すると，最大水平力の減少率より履歴ループ面積の減少率

の方が大きいことがわかる．これは，鋼板添接補修鋼管における減肉部の板厚および添接

板の板厚が無欠損鋼管の板厚より薄いため曲げ局部座屈が発生しやすく，局部座屈後の荷

重低下が著しいためであると考えられる．したがって，軸力による付加モーメントの影響，

および軸力と曲げの連成局部座屈について考慮した補修設計が必要となることが考えられ

る． 
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(a) φ600               (b) φ700 
            図 4.13 軸力比と履歴ループ面積比との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) φ600               (b) φ700 
             図 4.14 軸力比と最大水平力比との関係 
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4.4 まとめ 

 
 本章では，港湾構造物である桟橋の鋼管杭が腐食により減肉し，鋼板添接補修工法によ

り補修された場合を想定し，軸力作用下の補修鋼管の繰返し曲げ挙動を明らかにするため

に，補修鋼管杭を片持梁にモデル化し，一定軸力が作用する鋼管（SKK490：鋼管径φ600，
φ700，φ800）が繰返し曲げを受ける場合について弾塑性有限変位解析を行った．本章で

は鋼管の減肉厚を一定として解析を行ったが，必要添接板厚を定量的に算定するためには，

種々の減肉厚に対して解析する必要があると考えられる．本章の結果をまとめると以下の

ようになる． 
 
（１）無欠損鋼管の繰返し曲げ時のエネルギー吸収性能を確保するためには，腐食減厚 

分を補う現行設計法によって計算された必要添接板厚より厚い板厚が必要である 
ことを明らかにした． 

（２）鋼板添接補修鋼管に作用する軸力が大きくなるにつれて，無欠損鋼管の変形性能 
   を確保するための添接板必要板厚は厚くなる傾向があることを明らかにした． 

 （３）無欠損鋼管および鋼板添接補修鋼管の軸力比が増加するにつれて，最大水平力後 
の水平力低下が著しくなることを明らかにした．また，無欠損鋼管より鋼板添接 
補修鋼管の方が最大水平力後の水平力減少率が大きいことを明らかにした．した 
がって，付加モーメントの影響および軸力と曲げの連成座屈を考慮した補修設計 
が必要と考えられる． 
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第 5 章 桟橋モデルの曲げ挙動解析 
 
5.1 緒言 

 

 第 2 章では，弾塑性有限変位解析のための有限要素モデルを作成し，繰返し曲げを受け

る鋼板添接補修鋼管の載荷実験結果と比較して解析モデルの妥当性について確認した．第

3 章では，作成した有限要素解析モデルを用いて種々のパラメータによる鋼板添接補修鋼

管の繰返し曲げ挙動を明らかにし，鋼板添接補修鋼管が無欠損鋼管のエネルギー吸収性能

を確保するためには，港湾鋼構造物の防食・補修マニュアル 5.1)に基づいて補修設計を行っ

た添接板厚より厚い板厚の添接板が必要であることを示した． 

 桟橋杭基礎の荷重状態に合った解析として，第 4 章では，鋼板添接補修鋼管の軸力を受

ける繰返し曲げ解析を行い，軸力が鋼板添接補修鋼管に与える影響について明らかにし，

軸力が大きくなるにしたがって必要添接板厚が厚くなることを示した． 
 第 2 章から第 4 章までの結果を踏まえて，本章では実際の桟橋モデルを使用して耐震性

能について検討を行う．実際の桟橋では，上部コンクリートの水平変位が増加するにつれ

て鋼板添接補修鋼管に作用する軸力は変動することになり，これまでの単一鋼管モデルと

異なる挙動をすることが予想される．また，桟橋モデルにおいては，杭上端の塑性化が進

むにつれて塑性ヒンジ化し，モーメントが他の杭に再配分されるとともに，地中部の曲げ

モーメントが増加することが予想される．したがって，これまでの片持梁モデルの繰返し

曲げ挙動と異なる挙動について明らかにし，鋼板添接補修設計法の改良のための基礎デー

タを得る． 
 
 
5.2 解析モデル 

 

5.2.1 解析対象桟橋 

 港湾施設としては，水域施設，外郭施設，係留施設，臨港交通施設，荷さばき施設など

があるが，ここでは係留施設のうち桟橋を解析対象としている． 

 港湾係留施設である桟橋には，図 5.1 に示すような形式がある 5.2)． 
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               (a) 直杭式横桟橋 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              (b) 斜め組杭式横桟橋 
             図 5.1 桟橋構造の例（その 1）5.2) 
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                (c) デタッチドピア 
 
              図 5.1 桟橋構造の例（その 2）5.2) 
 
 
 図 5.1(a)の直杭式横桟橋は，岸壁に沿って設置される直杭により構成されており，桟橋

に作用する水平力に対して直杭で抵抗する桟橋で，一般的に見られるタイプの桟橋である．

図 5.1(b)の斜め組杭式横桟橋は，桟橋に作用する水平力に対して斜め組杭で抵抗する桟橋

で，直杭式桟橋に比べて水平変位を小さくできる形式である．図 5.1(c)のデタッチドピア

は，鉱石などのばら荷専用施設で橋型クレーンの基礎となる桟橋である． 
 これらの桟橋形式のうち，最も一般的な桟橋形式であること，桟橋の地震時挙動が複雑

でなく，地震時挙動を明らかにする目的のためには適していることを考慮し，解析対象を

直杭式桟橋とする．また，中規模程度の桟橋を想定して，鋼管杭径φ800 の桟橋を対象と

する． 
 この章で解析を行う対象桟橋を図 5.2 に示す．  
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図 5.2 解析対象桟橋 
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 図 5.2 の解析対象桟橋は，文献 5.3)の直杭式横桟橋の設計例をもとに簡略化した桟橋で

ある．この桟橋の概要は以下のようである． 
（１）鉛直荷重 
   上部コンクリートに作用する鉛直荷重は以下に示す死荷重および上載荷重である． 
           死荷重 = 90kN/m 
           上載荷重= 65kN/m 
   死荷重には，鋼管杭突出部の約半分の重量を含んでいる．鋼板添接補修鋼管の解析 

において，実際には減肉鋼管に死荷重が作用して，補修後上載荷重および地震時慣性 
力が作用することになるが，地震時慣性力の影響が大きいと考えられるため，第 4 章 
の場合と同様に本解析ではすべての鉛直荷重を鋼板添接補修鋼管に作用させて解析を 
行う． 

（２）海底地盤 
   海底地盤の上層部は軟弱層（シルト層：N 値=0～5）のため，図 5.2 に示すように 

良質砂置換で改良を行っている．杭下端付近は良質砂地盤であるが，杭への影響が少 
ないと考えられるため，解析上は図 5.2 に示すような 2 層地盤で簡略化して解析を行 
う．土質定数は図 5.2 に示すとおりである． 

   基準 5.2)により，前面水深と実斜面との 1/2 の高さのところに仮想地盤面を設定し， 
この仮想地盤面より上の地盤を無視して杭の横方向抵抗を計算する． 

 
5.2.2 桟橋全体モデル 

 図 5.3 に解析対象の桟橋全体モデルを示す．桟橋全体モデルの概要については以下に述

べる． 
 １）桟橋の対称性を考慮して 1/2 モデルにより解析を行う． 
 ２）桟橋の上部コンクリートは弾性梁としてモデル化する． 
 ３）鋼管杭のうち，鋼管杭上部は腐食が激しく断面力も大きく，桟橋全体の耐荷力は鋼 

管杭上部の局部座屈により決定されることが予想され，鋼管杭上部をシェル要素で 
モデル化して検討する． 

 ４）シェル要素と上部コンクリート梁要素は剛な弾性梁要素で結合する． 
 ５）シェル要素より下方の鋼管杭は梁要素としてモデル化し，鋼管杭上部の塑性化にと 

もなってモーメントが再配分されるため，弾塑性パイプ要素を使用する． 
６） 地盤抵抗はバネ要素によりモデル化し，図 5.4 にバネ要素の荷重－変位関係を示す． 

ここに，Psはバネに作用する力，δsはバネの変位，kHはバネ定数である．また， 
Ppmaxはバネ位置での受働土圧であり，地盤反力の上限値 5.4)である．受働土圧の計

算に使用する水平震度は，地盤の固有周期，桟橋の固有周期，照査用震度等から決

定されるレベル 1 の震度である水平震度=0.17 を使用している 5.3)． 
７）鋼管杭下端は鉛直方向のみ拘束して解析する． 



74 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.3 桟橋全体モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            図 5.4 横方向地盤の荷重－変位関係 
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 桟橋全体モデルの 1/2 モデルを解析する際，パイプ要素の 1/2 モデルは，図 5.5 に示す

ように元鋼管の板厚中心線を一致させ，板厚としては元鋼管板厚の 1/2 の板厚を使用して

解析した．このモデル化の妥当性について，φ700×t16（SKK490）の無欠損鋼管に対し

て図 5.6 に示す片持梁モデルで検討した． 
張出し長 6m の片持梁の先端に荷重を載荷して，シェル要素で解析した場合と板厚中心

線は元鋼管と同じにして板厚を元鋼管の半分である 8mm の 2 本のパイプ要素とした場合

について梁先端の荷重―変位関係を求め，その結果を図 5.7 に示す．図 5.7 において，○

点は固定端近傍のシェル要素が座屈により少し膨らみ始めたポイントであり，●点は座屈

が明らかになり最大荷重を示したポイントである．この結果より，鋼管が座屈するまでは

シェル要素とパイプ要素の結果はほぼ一致しており，鋼管が局部座屈を起こすまではパイ

プ要素の 1/2 モデル化は妥当であることがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 全体モデルのパイプ要素       (b) 1/2 モデルのパイプ要素 
 図 5.5 パイプ要素のモデル化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           図 5.6 シェル要素とパイプ要素の載荷状態 
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           図 5.7 シェル要素とパイプ要素の荷重－変位曲線 
 
 
5.2.3 有限要素モデル 

（１）シェル要素 
 図 5.3 に示す桟橋全体モデルのシェル要素部分の詳細図を図 5.8 に示す．また，図 5.9
に桟橋全体の 1/2 モデルを示す． 
 有限要素モデルにおいて，1/2 鋼管断面の円周方向分割数はこれまでと同様に 60 分割と

し，軸方向要素ピッチは20mmとして解析を行った．第4章では軸方向要素ピッチは15mm
であったが，本章では対象鋼管径が 800mm のみであり，要素形状を正方形に近い形状と

するため軸方向要素ピッチを 20mm とした． 
 減肉部の板厚は，5.2.4 に示すように，実際に計測された鋼管杭の腐食分布をモデル化し，

減肉部板厚を軸方向に変化させた板厚分布とした． 
添接板と鋼管との接合は第 4 章と同様にコネクター要素で接合した．また，鋼管および

添接板と梁要素，鋼管とパイプ要素は多点拘束により結合して解析を行った．解析を行う

杭頭部の最大減肉厚は 6mm であり，第 4 章より減肉量は少ないが，溶接部位置が鋼管杭

のモーメントの小さい位置にあり，すみ肉脚長，スリット数などが鋼管杭の挙動に与える

影響は少ないと考え，溶接部は第 4 章と同じモデルとして解析を行った． 
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図 5.8 シェル要素部の詳細図 
 
 
 



78 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               図 5.9 1/2 有限要素モデル 
 
 
（２）材料定数 
 解析においては，第 4 章で使用した SKK490 および SM490 の材料定数を適用する．こ

の材料定数を表 5.1 に示す． 
 
                 表 5.1 材料定数 
 
 
 
 
 
（３）硬化則 
 解析に使用した降伏後の硬化則は，第 4 章と同様に線形 Ziegler の移動硬化則を使用し

た（硬化勾配=E/204，E：弾性係数）． 
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5.2.4 腐食厚分布 

 解析にあたって，鋼管杭上部の腐食部については実際の腐食状況をモデルに反映するた

め，腐食分布を考慮したモデル化を行った． 
 海洋環境における鋼構造物の腐食状況は，飛沫帯，干満帯，海中部，海底土中部の各部

位によって異なる．文献 5.5)によると，無防食鋼管杭の各部位における腐食速度は図 5.10
のようになることが示されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.10 海洋鋼構造物の腐食傾向図 5.5) 
 
 
 実際の無防食鋼材の腐食状況の文献としては，鋼管に関する文献 5.6)，5.7)，5.8)，鋼アング

ル材の腐食に関する文献 5.9)，およびこれらの文献に基づくガイドライン 5.5)がある．文献

5.6)および 5.8)によるデータを表 5.2 に示す．これらのデータは 19.5 年間海洋曝露された

鋼管（φ406.4×t9）のデータであり，平均板厚および標準偏差が文献によるものである． 
 また，文献 5.5)による板厚分布と平均断面腐食量分布の例を図 5.11 に示す．図 5.11 は

鋼アングル材の腐食量分布データであり，鋼管の腐食量とは異なる． 
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表 5.2 腐食厚および解析用板厚 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    *：文献 5.6)および 5.8)によるデータ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.11 板厚分布と平均断面腐食量分布 5.5) 
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 腐食劣化鋼管の耐荷力評価を行う際，平均板厚と標準偏差がよく用いられる．耐荷力評

価に使用する有効板厚の算出方法としては藤井ら 5.7)による方法，沿岸開発研究センター

5.10)による方法がある．沿岸開発技術研究センターによる式を式(5.1)に示す． 
 
             tR = tave－αS                  (5.1) 
 
ここで，tR：有効板厚，tave：平均板厚，S：標準偏差であり，α=1.0～1.5 の数値となる

定数である． 
 本章では，腐食劣化鋼管の耐荷力評価を行うため，平均腐食量のバラツキを考慮する必

要があり，式(5.1)を参考にして求めた表 5.2 に示す解析用腐食量（α=1.0）を使用して解

析を行う． 
 文献 5.5)により腐食厚分布をモデル化したものを図 5.12 に示す．図 5.12 は，図 5.11 に

おける曝露期間が約 20 年の腐食厚分布をモデル化したもので，図 5.11 の太線に沿って表

5.2 により推定した腐食厚を示したものである．ここで，飛沫帯，干満帯②および海中部

に対しては，表 5.2 で求められた腐食量を適用した．また，干満帯①については海中部と

同じ腐食量とし，地中部については文献 5.5)より腐食量を 1mm とした．   
 
5.2.5 解析ケース 

 単調載荷曲げ挙動解析で行う解析ケースは，無欠損鋼管のケース，減肉鋼管のケース，

および鋼板添接補修鋼管のケースである．鋼板添接補修鋼管の添接板厚は，腐食減肉厚と

同じ厚さの 6mm の添接板，8mm および 9mm の添接板厚に対して解析を行った．また，

腐食量を図 5.11 に示す平均腐食量とした場合の解析を実施し，解析用腐食量の場合との比

較を行った． 
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図 5.12 腐食分布図  
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5.3 単調載荷曲げ挙動解析 

 
5.3.1 解析用腐食量を使用した場合の解析結果 

 解析には汎用有限要素解析プログラム ABAQUS ver6.95.11)を使用した．曲げ挙動解析は，

中杭上端の載荷点に強制変位を陸側より海側方向に単調増加的に与えて，載荷点の変位と

水平力 P との関係を求めた．図 5.13 に解析結果の荷重－変位曲線を，解析結果を表 5.3
に示す．図 5.13 における水平力および載荷点の変位は，無欠損鋼管の解析において最初に

降伏が生じる時の水平力（Py0=617kN）および変位（δy0=225mm）で無次元化されてい

る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) Case No.1（無欠損鋼管） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) Case  No.2（減肉鋼管） 
 
             図 5.13 荷重－変位曲線（その 1） 
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(c) Case No.3（補修鋼管：添接板厚=6mm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(d) Case No.4（補修鋼管：添接板厚=8mm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 

(e) Case No.5（補修鋼管：添接板厚=9mm） 
図 5.13 荷重－変位曲線（その 2） 
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表 5.3 曲げ解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.14 エネルギー面積算出例 
 

表 5.3 において，Pmax0は無欠損鋼管の場合の最大水平力であり，A0は図 5.14 に示す無

欠損鋼管の場合のエネルギー面積である．エネルギー面積 A は，無欠損鋼管および減肉鋼

管の場合は最大水平力までの図 5.14 に示す面積であり，鋼板添接補修鋼管の場合は補修で

あることを考慮して最大水平力の 90%まで許容している． 
鋼板添接補修鋼管が無欠損鋼管の耐荷性能および変形性能を確保するためには，最大水

平力が無欠損鋼管の最大水平力（Pmax0）以上確保することができ，エネルギー面積比を１

以上確保する必要がある．表 5.3 の解析結果より，最大腐食厚 6mm の場合の添接板の必

要板厚は 9mm であることがわかる．表 5.3 の Case No.3 の添接板厚が 6mm の場合でも

エネルギー面積比は 1 以上となっているが，これは添接板の板厚が薄いため，座屈により

耐荷性能が低下し，モーメント再配分が生じて地中部のモーメントが増加する結果である
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と考えられる．添接板厚が 6mm の場合，地中部の杭は荷重の増加に伴い降伏しており，

δ/δy0=4.4 となると地中部の杭は全塑性モーメントに達する． 
腐食量が 6mm の鋼管に対する必要添接板厚は 7mm であるが，無欠損鋼管と同等の耐

荷力およびエネルギー吸収性能を確保するためには，添接板として 9mm の板厚が必要で

あることがわかった．これは，杭頭部における減肉鋼管および添接板の局部座屈により，

耐荷力およびエネルギー吸収性能が低下する結果であり，補修設計を行う際には鋼管補修

部の局部座屈を考慮した設計が必要である． 
 鋼板添接補修鋼管の添接板厚=9mm のケースについて，最大荷重時における海側杭，中

杭，および陸側杭の座屈状況図を図 5.15 に示す．図 5.15 より，海側杭および中杭は減肉

鋼管および添接板で座屈変形が発生しているが，陸側杭では添接板のみに座屈変形が発生

していることがわかる．この場合の杭頭モーメントは陸側で大きく，軸力については海側

杭および中杭で圧縮となり，陸側杭で引張となっており，軸力の影響により座屈形状が変

わっているものと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        (a) 海側杭               (b) 中杭 
 

図 5.15 補修鋼管（添接板厚=9mm）の座屈状況（その 1） 
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(c) 陸側杭 
図 5.15 補修鋼管（添接板厚=9mm）の座屈状況（その 2） 

 
5.3.2 平均腐食量を使用した場合の比較 

 減肉鋼管のケースと鋼板添接補修鋼管で添接板厚が 6mm のケースについて，平均腐食

量を使用した場合の単調載荷曲げ挙動解析結果の荷重－変位曲線を図 5.16 に示す．図 5.16
より，荷重－変位曲線はほぼ相似形状となっている．杭頭部における解析用腐食量に対す

る平均腐食量の減肉部鋼管厚比は 1.20 であり，同様に最大荷重比を求めると，減肉鋼管に

対しては 1.20，鋼板添接補修鋼管に対しては 1.14 となり，杭頭部の減肉部鋼管厚の差が

出た結果であることがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 減肉鋼管のケース 
図 5.16 平均腐食量を使用した場合の荷重－変位曲線（その 1） 
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(b) 補修鋼管のケース（添接板厚=6mm） 
 

図 5.16 平均腐食量を使用した場合の荷重－変位曲線（その 2） 
 
 

5.3.3 杭頭モーメントおよび地中部モーメント 

 杭頭モーメントが座屈により減少して地中部モーメントが増加する状況を把握するため，

杭頭部変位の増加による海側鋼管杭の杭頭モーメントおよび地中部最大モーメントの変化

状況を図 5.17 に示す．この図で，Mｙは無欠損鋼管の降伏モーメントである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 (a) 無欠損鋼管 

図 5.17 杭頭および地中部最大モーメントと変位との関係（その 1） 
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                  (b) 減肉鋼管 
 
        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               (c) 補修鋼管（添接板厚=8mm） 
 
       図 5.17 杭頭および地中部最大モーメントと変位との関係（その 2） 
 
 図 5.17 より，無欠損鋼管の場合は杭頭部が座屈しても杭頭モーメントの急激な減少はな

いが，減肉鋼管および鋼板添接補修鋼管の場合には座屈後の杭頭モーメントの減少が激し

く，特に減肉鋼管で激しいことがわかる．図 5.17(c)の○点は添接板および減肉鋼管が座屈
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し始めた点であり，●点は座屈変形が大きくなり始めた点である．これらの点における座

屈状況図を図 5.18 に示す．この図で，減肉鋼管の杭頭部の他，途中で座屈が生じており，

この部分は板厚が変化する部分であり，一様減肉鋼管と異なる点である． 
 図 5.17(a)と図 5.17(b)を比較すると，変形が進行した場合の地中部最大モーメントには

大きな差が見られないことがわかる．これは，変形が小さい場合には減肉鋼管の地中部モ

ーメントは小さいものの，変形が進行すると杭頭部が座屈により塑性ヒンジ化してモーメ

ントが減少し，モーメント再配分により地中部のモーメントが増加していくためであると

考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      (a) 図 5.16(c)の○点           (b) 図 5.16(c)の●点 
 
                図 5.18 座屈状況図 
 
 
5.3.4 単一鋼管モデルと桟橋モデルの結果比較 

 第 3 章では繰返し曲げ載荷の解析を，第 4章では軸力を受ける繰返し曲げ載荷の解析を

単一鋼管モデル（単純梁モデルおよび片持梁モデル）で行ってきたが，本章では桟橋モデ

ルにて単調曲げ載荷の解析を行った．これらの解析は境界条件および載荷パターンなどに

違いがあるため一概に比較をすることはできないが，鋼板添接補修鋼管の弾塑性挙動の傾

向を見ることは可能であると考えられ以下に考察を述べる． 
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 片持梁モデルおよび桟橋モデルの解析において，減肉部および添接板の局部座屈が発生

して耐荷力の低下およびエネルギー吸収性能の低下が生じており，港湾鋼構造物防食・補

修マニュアル 5.1)に基づいて設計された添接板必要板厚より厚い板厚が必要となることは

片持梁モデルおよび桟橋モデルにおいて同じ結果となっている． 

 桟橋モデルの単調載荷曲げ解析において作用している軸力は最大で降伏軸力の約 13%
であり，この場合の添接板の必要板厚は 9mm となり腐食量に対する比は（必要添接板厚/
腐食厚）=9mm/6mm=1.50 である．繰返し曲げという条件の違いはあるが，第 4 章におけ

るφ800 の鋼管の軸力比が 10%の場合と比較すると，（必要添接板厚/腐食厚）=14mm/8mm  
=1.75 となり，片持梁モデルより桟橋モデルの方が腐食量に対する必要添接板厚の比が小

さくなっている．これは，桟橋モデルの場合，杭頭部の塑性化が進行して耐力が低下する

につれて他の杭および地中部の杭にモーメントが再配分され，片持梁モデルに比べて耐荷

力およびエネルギー吸収性能の低下が著しくないためであると考えられる． 

 

 

5.4 まとめ 

 
 本章では，第 2 章，第 3 章および第 4 章で行った鋼板添接補修された単一減肉鋼管モデ

ルに対して行った繰返し曲げ挙動解析の結果に基づき，実際の桟橋モデルを作成し，単調

増加曲げ弾塑性有限変位解析を行った． 
解析を行った実際の桟橋モデルとしては，桟橋構造の上部コンクリート部を弾性梁要素

で，解析対象となる杭頭部をシェル要素で，海中部および地中部の鋼管杭を弾塑性パイプ

要素でモデルを作成した．また，地盤の横方向抵抗はバネ要素でモデル化し，横方向抵抗

の最大値は地盤の受働土圧として解析を行った．また，減肉部分は無防食鋼管による桟橋

構造が完成後 20 年経過したものと想定し，飛沫帯，干満帯，海中部および地中部の腐食

鋼管を考慮した腐食モデルを作成して解析を行った．本章の結果をまとめると下記のよう

になる． 
 
（１） 鋼板添接補修された腐食鋼管が無欠損鋼管と同等の耐荷性能および耐震性能を

確保するためには，鋼板添接補修鋼管の耐荷力を無欠損鋼管の耐荷力以上とし，

また，鋼板添接補修鋼管のエネルギー面積を無欠損鋼管のエネルギー面積以上と

する必要がある．今回のモデルにおいては，腐食厚の 1.5 倍の添接板厚が必要で

あることを明らかにした． 
（２）桟橋モデルで得られた結果と同じ鋼管径で軸力比がほぼ等しい片持梁モデルの繰 

返し曲げ解析結果と比較すると，無欠損鋼管と同等の耐荷力およびエネルギー吸

収性能を鋼板添接補修鋼管において確保するための腐食厚に対する必要添接板厚
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の比は，片持梁モデルより桟橋モデルで得られた値の方が小さいことを明らかに

した． 
 
 

＜参考文献＞ 

 
5.1) 財団法人沿岸開発技術研究センター：港湾鋼構造物防食・補修マニュアル（2009

年版），2009． 
5.2) 国土交通省港湾局監修：港湾の施設の技術上の基準・同解説，（社）日本港湾協会，

2007． 
5.3) 鹿島建設土木設計本部：新・土木設計の要点⑥－海洋・港湾構造物，鹿島出版会，

2003． 
5.4) 財団法人 沿岸技術研究センター：港湾構造物設計事例集（平成 19 年改訂版），

2007． 
5.5) 土木学会：海洋環境における鋼構造物の耐久・耐荷性能評価ガイドライン，2009． 
5.6) 田村功，渡邊英一，伊藤義人，藤井堅，野上邦栄，杉浦邦征，永田和寿，岡扶樹：

海洋環境において腐食した鋼管の形状計測と残存耐力に関する検討，構造工学論文

集，Vol.51A，pp.1103-1110，2005． 
5.7) 杉浦邦征，田村功，渡邊英一，伊藤義人，藤井堅，野上邦栄，永田和寿，岡扶樹：

腐食鋼板の力学特性評価のための板厚計測および有効板厚に関する考察，構造工学

論文集，Vol.52A，pp.679-687，2006． 
5.8) 藤井堅，近藤恒樹，田村功，渡邊英一，伊藤義人，杉浦邦征，野上邦栄，永田和寿：

海洋環境において腐食した円形鋼管の残存圧縮耐力，構造工学論文集，Vol.52A，

pp.721-730，2006． 
5.9) 山沢哲也，野上邦栄，伊藤義人，渡邊英一，杉浦邦征，藤井堅，永田和寿：19.5

年海洋曝露された鋼アングル材の腐食形態，土木学会論文集 A，Vol.64，No.1，
pp.27-37，2008． 

5.10) 沿岸開発技術研究センター：港湾鋼構造物防食補修マニュアル，1997． 
5.11) Dassault Systems：ABAQUS/Standard user’s manual，ver6.9，2010． 
 
 
  



93 
 

第 6 章 結  言 
 
6.1 各章のまとめ 

 
 港湾鋼構造物の桟橋鋼管が腐食した場合の補修方法の一つである鋼板添接補修工法によ

り補修された腐食劣化鋼管の弾塑性挙動を明らかにするため，鋼板添接補修鋼管の曲げ載

荷実験結果と解析結果の比較，鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動解析，軸力を受ける鋼

板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動解析，および桟橋モデルによる単調曲げ挙動解析を行っ

た．以下に各章のまとめを示す． 
 
 第 2 章では，鋼板添接補修鋼管の曲げ単調載荷実験の延長上で行われた繰返し曲げ実験

と解析結果との比較を行った．実験は一般構造用炭素鋼鋼管の STK400（外径=216.3mm，

板厚=12.7mm）を使用した 4 点曲げ実験である．実験は，腐食前である無欠損鋼管，腐食

後を想定したスパン中央部を一様に切削した減肉鋼管，および減肉鋼管に添接板を溶接し

た鋼板添接補修鋼管の 3 ケースである．解析では，1/4 有限要素モデルを作成して解析精

度について検討を行った．鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ載荷弾塑性有限変位解析を行い

載荷実験結果と比較した結果，実験結果と解析結果は必ずしも一致しているとは言えない

が，１）性能評価の対象とする領域が最大荷重が発生する程度までであること，２）前面

すみ肉溶接の破断は鋼板添接補修鋼管の耐荷力評価に大きな影響を与えないこと，および

３）解析モデルの解析精度は十分であり添接板と鋼管との接触状態も十分に表されている

ことを考慮すると，溶接の破断が起きないとした解析モデルによる鋼板添接補修鋼管の繰

返し曲げ耐荷力性能評価はほぼ可能であると考えられる． 
今回の解析モデルの精度は十分であるが，実験と解析との境界条件の差が見られ，結果

が必ずしも一致していない．実際の桟橋鋼管における荷重集中点は断面変形が生じにくい

構造となっており，解析モデルとしては支点および載荷点で断面変形が生じないとした境

界条件の設定が妥当であると考えられる． 
 
 第 3 章では，鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ耐荷力性能を明らかにするため，有限要素

法による弾塑性有限変位解析を行った．減肉鋼管と添接板の局部座屈を考慮して無欠損鋼

管の変形性能を確保するために必要な添接板厚について明らかにするとともに，減肉鋼管

を添接板で補修する場合において，鋼管と添接板の降伏応力に関する補修方法への影響に

ついても明らかにした． 
 
 第 4 章では，軸力作用下での鋼板添接補修鋼管の繰返し曲げ挙動を明らかにするため，

補修鋼管杭を片持梁にモデル化し，一定軸力が作用する鋼管（SKK490：鋼管径φ600，
φ700，φ800）が繰返し曲げを受ける場合について弾塑性有限変位解析を行った．無欠損
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鋼管の変形性能を確保するための必要添接板厚に関する軸力の影響について明らかにした．

また，無欠損鋼管および鋼板添接補修鋼管の最大荷重後の荷重低下に関する軸力比の影響

について明らかにした． 
 
 第 5 章では，実際の桟橋モデルを作成し単調曲げ弾塑性有限変位解析を行った．解析を

行った実際の桟橋モデルとしては，桟橋構造の上部コンクリート部を弾性梁要素で，解析

対象となる杭頭部をシェル要素で，海中部および地中部の鋼管杭を弾塑性パイプ要素でモ

デル化した．解析結果より，補修設計により設計される添接板厚より厚い板厚が必要であ

ることを明らかにした．また，片持モデルと桟橋モデルについて解析結果の比較を行い，

挙動の違いについて明らかにした． 
 
 
6.2 設計への考察 

 

 実験結果との比較検討により妥当性が確認された弾塑性有限変位の有限要素モデルを使

用して，腐食厚を変化させた種々の径厚比パラメータの鋼管に対して繰返し曲げ解析を行

い，鋼板添接補修鋼管が繰返し曲げを受ける場合の局部座屈挙動を明らかにした．鋼管径

φ216.3 で腐食厚 6mm の鋼板添接補修鋼管の場合，腐食減厚分を補う現行の設計法によ

って設計された鋼板添接補修鋼管の耐荷力は無欠損鋼管の約 93%に低下しているが，繰返

し曲げ変形性能は無欠損鋼管の約 35%に低下しており，変形性能の低下が著しいことを明

らかにした．その結果，減肉鋼管と添接板の局部座屈を考慮して無欠損鋼管の変形性能を

確保するためには，腐食減厚に対する断面性能確保に必要な板厚の 1.5 倍の添接板厚が必

要であることを示した．また，腐食鋼管を添接板で補修する場合，鋼管と同程度の降伏応

力を有する添接板による補修が効果的であることを明らかにした． 
 港湾鋼構造物に使用される鋼管杭は曲げモーメントの他に軸力を受けており，軸力の影

響を考慮するため片持梁モデルを作成して解析を行った．軸力を受ける無欠損鋼管の繰返

し曲げ時のエネルギー吸収能を確保するためには，曲げのみが作用する場合と同様，腐食

減厚分を補う現行設計法によって計算された必要添接板厚より厚い板厚が必要であること

を示した．また，鋼板添接補修鋼管に作用する軸力が大きくなるにつれて，無欠損鋼管の

変形性能を確保するための添接板必要板厚は厚くなる傾向があることを明らかにした．さ

らに，鋼板添接補修鋼管の軸力比が増加するにつれて，最大水平力後の荷重低下勾配が大

きくなることを明らかにした． 
実際の腐食厚分布を考慮した桟橋モデルを作成して，地震時慣性力による鋼板添接補修

鋼管に与える影響について検討を行った．今回の桟橋モデルにおいて，鋼板添接補修鋼管

の耐荷力を無欠損鋼管の耐荷力以上とし，変形性能となる補修鋼管のエネルギー面積を無

欠損鋼管のエネルギー面積以上とするためには，鋼板添接補修鋼管の添接板厚としては鋼
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管の腐食減肉厚の 1.5 倍必要であることを明らかにした．また，片持梁モデルと桟橋モデ

ルの比較を行った結果，無欠損鋼管の耐荷力およびエネルギー吸収性能を確保するための

鋼板添接補修鋼管の腐食厚に対する必要添接板厚の比は，片持梁モデルより桟橋モデルの

方が小さくなることを明らかにした． 
 
 
6.3 今後の課題 

 

 本研究では，港湾構造物の桟橋鋼管が腐食した場合の補修方法としてよく使用される鋼

板添接補修された鋼管の曲げ弾塑性挙動を明らかにし，補修に必要となる添接板の板厚に

関する傾向を明らかにすることができた．今後，補修設計を行うにあたり必要な課題とし

ては以下のことが考えられる． 
 
（１）実際の設計においては，与えられた条件に対する補修のために必要な添接板厚に関 

する設計提案式を定める必要がある． 
（２）桟橋の腐食劣化鋼管杭の補修サイクルを考慮したライフサイクルコストを算定し，      
   桟橋の最適の維持管理シナリオの確立が必要である． 
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